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科学技術動向2005年12月
サービス・サイエンスにまつわる
国内外の動向 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
LSI の配線設計の課題と
設計自動化ツール開発の重要性 ‥‥‥‥
ライフサイエンス分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡人類学の視点からの“近代的”問題の検討
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縒第2回世界情報社会サミット（WSIS）が開催された
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱温暖化ガスの水蒸気が地球対流圏で増加
ナノテク・材料分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縟プロトン伝導性評価の高速シミュレーション技術
エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縉燃料電池向け固体状メタノール燃料が世界で初めて開発された
縋原子力発電施設解体に伴う廃棄物に関する新制度開始
製造技術分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縢極端紫外線リソグラフィ光源開発に大きな進展
繆微小重力環境で製造する球状の太陽電池
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
繦ユネスコが衛星画像を利用して世界遺産保護を支援
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本文は p.12 へ
サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向
　世界経済において、サービス産業の成長、および、製造業におけるサービスの成長と
いう２つの理由により、「サービス」の役割は重要性を増している。米国およびヨーロッ
パの大学では、サービスをサイエンスの対象ととらえ、科学的手法を用いてサービスの
持つ諸問題を解決し、生産性を高め、サービスにおけるイノベーションを実現して経済
を活性化しようという新しい動向がある。この新しい学問領域は 「サービス・サイエンス」
と呼ばれている。
　サービス・サイエンスが扱う研究課題の例としては、サービス・イノベーション・マ
ネジメント、サービスの効率を上げるテクノロジー、サービスの価格設定、サービスの
生産性の測定、サービスのテスト、サービス・プロジェクトのリスク・マネジメント、
オペレーションズ・リサーチと全体最適、計算組織論、サービスの質と効率の向上の為
の方法論とツール（ビジネス・プロセス・モデリング）、などがあげられる。
　これらの研究課題を総合的に考察した場合、数学や情報科学の役割が大きいこと、経
済学、法学、組織論など実世界に対する知見を得るための社会科学が不可欠であること、
人間の満足などを把握するために人間に対する洞察を深めるための学問が必要であるこ
と、実際のビジネスに関する知識・経験が活用されなければならないこと、そして、以
上のような自然科学・工学、社会科学 , ビジネスのすべての知識および方法論を融合する
体系が必要であり、この体系こそがサービス・サイエンスそのものと考えられる。
　サービスは人手を介して提供され、人間の感性に直接訴え、満足感を中心として享受
されると言える。したがって、人間的な個性にその経済的価値が左右される度合いが強く、
サービスは各国々の文化風習や価値観に大きく依存する。しかしながら、財の提供、知識・
技術の教授や提供、業務支援の提供、など明示的に定義される契約に基づく経済行為と
して、欧米的価値観の中で発達してきたサービスは、世界経済の中で今後も成長し、国
際化の継続的な流れの１つになると思われる。日本経済が持続的に成長していくために
は、サービス経済の活性化のための科学的な方法論を追及する姿勢をとる必要があると
思われる。そのためには、サービスに関する産学官連携の研究などを推進することにより、
問題を発見し、その解決方法を検討すること、また、その活動を通じてサービス・イノ
ベーションに必要な人材を育成することが望まれる。
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本文は p.23 へ
LSI の配線設計の課題と
設計自動化ツール開発の重要性
　集積度向上、微細化の進展によって、LSI（大規模集積回路）の性能向上には著しい
ものがある。その一方で、「配線問題」がクローズアップされて来た。LSI の設計・製
造において、配線が主要な制約要因となりつつあるという問題である。配線とは、回路
素子、ゲート、マクロなどの回路部品間を相互接続するものであり、「配線問題」とは、
この配線を、設計、製造を通して如何に最適に実現するかという問題である。
　従来、LSI の開発工程は設計工程と製造工程に大別され、更に設計工程は論理設計と
配線設計に分かれていた。そして、それらの間のインターフェースも固定していたため
各工程内で作業を完結することができた。ところが近年、微細化の進展により設計に大
きな変化が起こっている。配線の遅延時間の影響が無視できなくなり、配線設計後に論
理設計へ手戻りが発生するなど、従来の固定したインターフェースが崩れ、論理設計と
配線設計を一体のものとして考える必要が出てきた。さらに、微細化の進展により製造
歩留まり低下の問題を解決するために、設計工程の中で製造性を考慮した設計（設計と
製造の融合）が必要となってきた。これらの変化は共に「配線問題」に起因している。
　「配線問題」の解決には、製造技術と設計技術が共に優位性を持つことが必要である。
製造技術を支える材料・構造や配線技術は、日本の大学および企業でも高度な研究が進
められており、世界的に認知度も高く優位性は高いと言える。一方の設計技術は、設計
自動化（EDA: Electronic Design Automation）ツールに依存しており、EDAツールで
は圧倒的に米国が優位にある。ここでは、将来の配線問題に備えた設計技術の強化を目
指し、我が国の優れた製造技術のノウハウを取り込んだ設計技術の実現に向けて、以下
の施策の推進を提言したい。
盧 核となる EDAツールの開発：「すりあわせ」の技術で強さを発揮できる領域に絞っ
た開発と、この開発を通した設計ノウハウと技術力の蓄積、継承そして保護
① 「製造技術」を活かす先行開発： 製造歩留まりの定量的把握に基づいた設計ルール
の設定、新設計手法の構築、革新的EDAツールのタイムリーな先行開発
② 異研究領域のコラボレーション：設計と製造、シリコンとナノテクノロジーの領域
のコラボレーションの推進
③企業主体のコンソーシアムへの大学研究者の積極的参加
盪 積極的な知財活動の推進：ノウハウの無意識な流出を防ぎ、その価値を意識した知財
の保護
蘯ターゲットを決めた推進：波及効果を生むターゲットの設定とロードマップの作成
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　現代日本人は、狩猟採集によって生きる縄文人と、稲作を営む渡来人が混血する事によって形成され、
多元的である事が、人骨や歯の人類学的研究や考古学・史学研究から分かってきた。近年、古人骨に含
まれる遺伝子の多型性の解析方法が進み、南北アジアから日本への人の移動や、融合の過程が解析され
ている。又、古人骨中に残る生体物質の元素構成を分析する方法が発展し、様々な時代の人々の生活様
式や健康状態が解析されている。狩猟採集社会から工業化社会まで、長い時間枠で、人間の生態を比
較することが可能になってきている。環境破壊・人口問題など、近代に深刻化した問題も、その誘引と
なる人間の思考・行動様式は、農耕・牧畜社会の形成から始まったという見解がある。狩猟採集民は、
天然資源を活用しながらも自然を温存し、他の生物と共存する。人類学では、狩猟採集社会の生活様
式や世界観を検討し、“近代的”問題の解決に役立てる事が重要だとされている。
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
トピックス1　人類学の視点からの“近代的”問題の検討
　一般に、環境破壊・文化対立・人口構成の偏り・
子供の問題等は近代社会特有の問題であると考え
られている。しかし、これらは工業化によって増
大し顕在化したに過ぎず、問題の基となる思想は
農耕・牧畜が普及した時点から始まっているとい
う見解を持つ人類学者も多い。天然資源を活用し
ながらも、自然を破壊せずに生活していた狩猟採
集社会の世界観が、どのようなものだったか理解
することにより、これらの“近代的”問題の解決
の端緒を見い出す試みが進められている。自然科
学的方法論の進歩と、その人類学・考古学・史学
への導入により、狩猟採集・農耕牧畜・工業化と
いった社会形態の変遷の中での、ヒトの変化が科
学的に議論できるようになってきた。
　故・埴原和郎氏は、人骨と歯の研究から、「旧石
器時代から日本に在住する原日本人（縄文人）と、
新石器時代以降の大陸からの渡来系集団（弥生人）
との混血によって現代日本人が形成された」とい
う二重構造仮説を唱え、近年の日本人と日本文化
の多様性に関する研究の活性化への道を開いた。
国際日本文化研究所で 10月、埴原氏の二重構造仮
説とその後の展開・展望に関する講演会が開かれ、
以下のような新しい研究が紹介された。
　様々な地域の人・家畜・栽培植物の分布につい
ては、遺伝形質や細胞の核に含まれる染色体DNA
の配列が、遺伝的人類学の解析に用いられてきた。
一方、細胞質の小器官であるミトコンドリアには、
染色体DNAと異なるミトコンドリアDNAが存在
し、比較的短い進化的時間でのDNA変異を測定で
き、母親のDNAのみが子に伝わるという特徴を持
つ。近年、古人骨からのDNA抽出法の開発に伴い、
現代のみならず様々な時代のヒト集団の比較が可
能となった。又、近隣結合法など分子系統樹の構
成法の改良が進み、考古学・史学的方法とあわせて、
縄文人や弥生人の起源、移動や融合の過程が解明
されている。一方、古人骨中に安定に残る、蛋白質・
脂質等の生体物質を単離し、微量元素の構成を分
析する方法が開発された。植物や、海洋性又は陸
生蛋白の摂取など食生活様式や、離乳時期・成長
速度・健康状態が解析されている。生活習慣病な
ど近代的生活様式によって重篤化した問題に対処す
るには、このような問題の僅少であった過去のヒ
トの生態と比較検討し、社会形態の変遷の中での
ヒトの生態の変化を明確化することが必要である。
　自然人類学の研究が進む一方、その知見を活用
して、人文科学面で仮説提示と検証に基づく研究
を進めることの重要性も提唱された。例えば、北
海道のアイヌ・沖縄の人々・本州山間部の伝統的
「山の民」などは、縄文人の遺伝形質や文化を多く
保持し、比較的長い間、狩猟採集・漁撈採取生活
を送ってきた。これまで日本語の語源は不明な点
が多かったが、現在はアイヌ語の中に日本語の基
盤となる古い起源が保存されていると考えられ解
析されている。アイヌの言葉では、魂や自然崇拝、
家族関係に関する言葉が豊かである。「人間のみな
らず、人が食事としていただく動植物、日常使用
した道具なども魂があり、命果てれば彼岸へ還る」
という考え方は、アイヌに限らず日本各地の社会
で長い間保たれてきた。このような、自然と協調
する考え方は、日本に限らず、農耕・牧畜社会の
形成される以前の、狩猟採集社会に共通した世界
観だったのではないかと推測されている。
参考： 1） 国際日本文化研究センター特別講演会、『「日本人の起源」埴原理論を検証して』、尾本惠市、佐々木高明、梅原猛
 2） 第 59回日本人類学会大会・抄録集・2005、「日本列島集団の遺伝的・言語的近縁性」斉藤成也、「古人骨の化
学分析で何ができるか」米田穣、「古人骨のDNA分析から得られる情報」篠田謙一
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
　2005 年11月、第 2回世界情報社会サミットがチュニジア共和国において開催された。本会議の主
催は国連で、関係する ITU（国際電気通信連合）の主導により実施された。第1回の会合は2003 年
12月にジュネーブで開催され、そこで策定された行動計画等に基づいて、世界各国で事前の準備会議
等が開催されてきた。第2回サミットにおけるもっとも重要な論点は、誰がどのようにインターネットを
管理・運営するのかというインターネットのガバナンスに関する問題であった。米国の非営利機関である
ICANNの運営をめぐり、米国とＥＵや中国、ブラジルなどが対立してきた。サミットの成果として、「イ
ンターネットガバナンスに関するフォーラム」の設置が採択された。来年ギリシャにおいて第1回の会議
が開催され、話し合いが継続される模様である。
トピックス2　第２回世界情報社会サミット（WSIS）が開催された
　2005 年 11 月、北アフリカのチュニジア共和国
において、国連が主催する第２回世界情報社会
サ ミ ッ ト（WSIS：World Summit on Information 
Society）が、国連機関のひとつである ITU（国際
電気通信連合）の主導により開催された。第１回
の会合は、2003 年 12 月にジュネーブで開催され、
その際、各国の首脳レベルで情報社会実現に向け
た共通のビジョンが議論され、「基本宣言」と「行
動計画」が策定された。今回の第２回のサミット
では、これらの行動計画の具体的な実現方法等に
ついて、様々な検討が行われた。
　今回のサミットの実施に向けて、世界各国で、
準備会議が開催されてきた。これと並行して、地
域毎の課題を検討する地域会議、情報技術や情報
社会にまつわる個別のテーマについての議論を行
うテーマ別会議が開催されてきた。
　一連のテーマ別会議において議論されたテーマ
は、「情報技術と法」「情報通信技術の経済的・社
会的な意義」「情報技術を利用した自然災害の被害
軽減」「サイバースペースにおける言論の自由」「情
報社会に関する指標」「文化の多様性のためのサイ
バー空間における多言語処理」「ユビキタスネット
ワーク」「知識社会における文化の多様性」「情報
化社会における知的財産権」「国際サプライチェー
ンのためのペーパーレス貿易」「情報通信技術開発
における民間部門の主要な役割」「デジタルデバイ
ドへの対処」「サイバーセキュリティ」などである。
特に「ユビキタスネットワーク」に関するテーマ
別会議は、日本を議長国とし、2005 年５月に東京
において「東京ユビキタス会議」として実施された。
　第２回サミットではこれらの議題の中で、イン
ターネットのガバナンスのあり方に関する議論の
行方が強い関心を集めた。すなわち、誰がどのよ
うにインターネットを管理・運営するのかという
議論である。
　インターネットは、米国において開発され発展
してきたという歴史的な経緯がある。しかし現状
に鑑み、EUや中国、ブラジルなどは、インターネ
ットの管理を国際機関に委ねることを主張してい
る。そこで、インターネットのトップドメインと
ルートサーバを管理する米国の非営利機関である
ICANN（Internet Corporation for Assigned Names 
and Numbers）の今後の運営のあり方に関して、
現状維持を含めた４つの提案がなされた。
　これに対する日本のステークホルダーの意見は、
例えば、2005 年９月に公開された譖日本経済団体
連合会による「インターネットガバナンスのあり
かたについて」と題した政策提言にまとめられて
いる。同提言によると、現在インターネットの管
理は、ICANNにより効率的に運用されており、そ
の実績は十分信頼に値するものであると評価した
上で、今後予測される IPアドレスの運用体制の変
更に伴って、今まで以上に開かれた組織となるよ
う改善を推進すべきであるとしている。すなわち、
日本国内の有識者はほぼ中立の立場をとっている
と言える。
　インターネットのガバナンスは、スパムメール
や不正アクセスなどの対処方法や設備のあり方と
いった技術的な観点に関る。また、ドメイン名の
運営は倫理や文化にも影響する。
　今回のサミットの成果として新たに「Internet 
Governance Forum（インターネットガバナンスに
関するフォーラム）」を発足させることが決まった。
国連は、2006 年に第１回目の会合をギリシャで開
く予定である。今後、インターネットガバナンス
に関する議論はこのフォーラムの場に委ねられる
模様である。
参　考：
世界情報社会サミットのホームページ
http://www.itu.int/wsis/
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　水蒸気は主要な温室効果ガスの1つであり、地球対流圏での水蒸気の増加はCO2 濃度の増加とも関
連して温暖化に大きく関係している。従来の観測システムでは、対流圏下部での水蒸気量の増加は検出
されていたが、地表面 5kmから12km上空の対流圏上部での測定は不可能であった。近年、衛星観
測のデータが充実してきた。このほど米国のマイアミ大学のSodenらは、衛星観測データを解析して、
1982 年から2004 年に至る対流圏上部の水蒸気量が6％増加していることを突き止めた。今世紀中に
予想されているCO2 の量が現在の2倍になり、さらに、対流圏上部での水蒸気量が増加した場合は、
地球の気温は従来の予測より3倍程度上昇するとSodenらは分析している。
トピックス3　温暖化ガスの水蒸気が地球対流圏で増加
　衛星観測によると、地球対流圏①の水蒸気量は、
1982 年から 2004 年まで増加し続けている。米国
のマイアミ大学のBrian J. Soden らは、衛星によ
る観測データを詳細に解析した結果、この 20年
間で対流圏上部の水蒸気量が６％増加しているこ
とをこのほど明らかにした（Science, Vol. 310, 4 
November（2005））。従来のラジオゾンデ②による
観測システムでは、対流圏下部での水蒸気量の増
加は検出されていたが、地表面５kmから 12km上
空の対流圏上部での測定は不可能であった。近年、
衛星観測による対流圏上部のデータが得られるよ
うになった。
　気温が低ければ水蒸気濃度は下がる。一方、気
温が高ければ蒸発が促されるので、特に熱帯の
海上などでは水蒸気濃度は非常に高くなる。水蒸
気は地球を温める主要な温室効果ガスとしての一
面を持っており、対流圏上部での水蒸気の増加は
CO2 濃度の増加とも関連して、温暖化に大きく関
係しているのではないかと考えられてきた。しか
し、今日に至るまで、対流圏上部の水蒸気の量が
実際に増加し続けているという実験的な証拠が不
足していた。むしろ、従来の観測からは、対流圏
上部の温度データに変化はなく、水蒸気量は温暖
化に寄与していないのではないかとされていた。
　このような状況の中で今回、Soden らは、衛星
観測データを用いて、1982年から 2004年に至る対
流圏上部の湿度の増加を突き止め、気温の上昇傾
向との関係をも明らかにした。この湿度上昇は同
時期のモデル結果とも一致している。
　二酸化炭素の濃度増加が地球温暖化の唯一の原
因であると仮定した場合、今世紀中に予想される
ようにCO2 の量が現在の２倍になり、対流圏上部
で水蒸気が増加しない場合には、地球全体の平均
的表面温度が今世紀中に約１℃上昇すると推定さ
れている。ところが、水蒸気のフィードバック効
果を考慮した気候モデルでは、対流圏上部での水
蒸気量が増加した場合、さらに地球の気温は３倍
程度上昇するとSodenらは分析している。
海洋における水蒸気増減量の経年変化（％）
Science, Vol.310, 4 November（2005）より
① 対流圏（troposphere）：大気の層の１つ。大気の鉛直構
造において一番下（高度０km～約 11km）、地表と成層
圏の間に位置する。
② ラジオゾンデ：地上から高度約 30kmまでの気象を観測
するために風船で飛ばされるセンサー付の無線機。国内
では 18ヶ所の気象台が１日に２回飛ばし上空の気温や湿
度、気圧などを測定している。
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　プロトン（水素イオン）伝導性は固体電解質の基本性能で、固体高分子型燃料電池などの性能を大き
く左右する。プロトン伝導度を測定するには、試作した電解質材料を実験で確かめることとなり、数ヶ
月という長い期間を必要としていた。三菱電機株式会社は2005 年11月10日、プロトン伝導度を短
時間で正確に予測できるシミュレーションソフトの開発に世界で初めて成功したと発表した。膨大な計算
時間を必要とする従来の分子軌道法ではなく、独自の局在化分子軌道法を採用した結果、従来の100
分の1以下の時間でシミュレーションできるようになった。今回開発されたシミュレーションソフトで、
代表的なフッ素系電解質材料のプロトン伝導度と湿度依存性についてのシミュレーションを行ったところ、
計算結果と実験値が良い一致を示していることが確認できた。このシミュレーション技術は化学的安定性
も評価できるため、固体電解質材料の開発に有効なツールになると考えられる。また、磁性体や半導体
への応用も可能である。
 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & materials
トピックス4　プロトン伝導性評価の高速シミュレーション技術
　固体高分子型燃料電池で使われる高分子電解質
膜は、電池性能を左右する材料であり、基本的性
能としてプロトン（水素イオン）伝導性、耐熱性、
低加湿作動、耐久性などが要求される。高分子電
解質として代表的なものはフッ素系樹脂であるが、
今後、さらに高性能化や低コスト化を目指して芳
香族炭化水素高分子にスルホン酸基などを導入し
た材料なども開発が進められている。基本性能で
あるプロトン伝導性評価は、これまでは電解質材
料を試作して実験で確かめる方法が採られており、
数ヶ月を要していた。
　三菱電機株式会社は、2005 年 11 月 10 日、分子
内の電子モデルを独自に工夫し、世界で初めて固
体高分子電解質のプロトンの伝導度を精度よく、
かつ極めて短時間で計算できる高速シミュレーシ
ョンソフトを開発したと発表した。
　従来、プロトン移動のシミュレーションを行う
場合には、分子内のポテンシャルを計算する分子
軌道法①を用い、分子内の電子が全て動き易い（非
局在化電子）と仮定して計算していたが、この方
法では膨大な計算時間を必要とする。今回の研究
では、動きにくい電子（局在化電子）をひとつの
基準とし、電子の動きに応じて柔軟に対応できる
電子モデルを用い、独自に開発した新しい局在化
分子軌道法を提案した。この方法により、プロト
ンの移動によって変化する電子の動きとポテンシ
ャルを適切かつ効率よくシミュレーションするこ
とができるようになった。
　開発したシミュレーションソフトを用い、固体
高分子電解質膜材料として代表的なフッ素系高分
子において、湿度０～ 100％の範囲でシミュレー
ション値と実験値が非常に良く一致していること
が確認できた（図参照）。このシミュレーション
を従来方法で行おうとすると、クロック周波数が
3.4GHzのプロセッサーを用いても555日かかるが、
今回のシミュレーションソフトでは４日で結果を
得ることができる。この結果は、11月 16日の「第
46回電池討論会」（主催：電気化学会電池技術委員
会）でも発表された。
　クリーンエネルギーとして期待される固体高分
子型燃料電池は、高出力密度かつ低温作動できる
ことから、電気自動車、家庭用燃料電池などの応
用に向けて、国家プロジェトとしても開発が進め
られている。このシミュレーション技術では化学
的安定性も評価できるため、今後の固体電解質材
料開発を加速する有効なツールになる。また、こ
のシミュレーション技術は希土類元素を含む磁性
体でも有効であることが確かめられており、さら
には半導体へも応用しうる。
① 分子軌道法：分子内の電子状態を求める方法で、原子軌
道の考えを適用して分子全体に分子軌道があって個々の
電子の振る舞いがその分子軌道関数で記述されるとする
方法であり、量子化学分野では成果を上げている。
プロトン伝導度の湿度依存性
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 エネルギー分野 TOPICS Energy
　メタノール直接型燃料電池は、小型化・軽量化が可能なため携帯機器電源への適用が期待されている。
しかし、メタノールは揮発性の可燃性液体で引火しやすいため危険物や毒物に指定されており、液漏れに
よる製品稼動障害の危険性もある。メタノールを液体としてしか扱えないことが、メタノール直接型燃料
電池の実用化にあたっての大きな課題となっていた。栗田工業株式会社は、空孔をもつ分子（ホスト）
の中にメタノール（ゲスト）を一定の組成比で組み込む包接化合技術を用い、携帯機器向けに安全性と
携帯性を高めた固体状のメタノール燃料を世界で初めて開発した。発電時は固体状メタノール燃料を水と
接触させ、その際に水側に放出されるメタノールを使用する。固体状とすることでメタノールの揮発性が
抑制され、危険物の指定や航空機への持込み制限を回避できるほか、液漏れ防止も可能となる。また、
シートなど様々な形に加工でき、携帯性も高い。使用後のホストは、再びメタノールと反応させて再利
用可能である。固体状のメタノール燃料は「メタノール包接化合物」として携帯機器用燃料電池関連の
安全性国際標準規格へ 2006 年10月に登録される予定である。
トピックス5　燃料電池向け固体状メタノール燃料が世界で初めて開発された
　メタノール直接型燃料電池は、水素を燃料とす
る燃料電池とは異なって、メタノールを燃料とし
て直接供給し発電する。水素を貯蔵する高圧水素
タンクや水素製造改質器などが不要なため、小型・
軽量化が可能であり、携帯電話やノートパソコン
といった携帯機器電源への適用が期待されている。
しかし、メタノールは常温常圧下で揮発性の可燃
性液体で引火しやすいため、消防法では危険物に、
また毒劇物法では劇物に指定されており、航空機
への持込みも制限されている。さらに、液漏れに
よって製品の稼動障害を引き起こす危険性もある
など、運用上には多くの制約がある。このように、
メタノールを液体としてしか扱えないことが、メ
タノール直接型燃料電池の実用化を進めていく上
での大きな課題であった。
　栗田工業株式会社は、液体メタノールに包接化
合技術を適用し、携帯機器用燃料電池向けに安全
性や携帯性を高めた固体状のメタノール燃料を世
界で初めて開発したことを 2005 年 10 月に発表し
た。包接化合技術とは、空孔をもつ分子（ホスト）
の中に、他の分子（ゲスト）を一定の組成比で取
り込む化学合成の技術で、同社は今回、液体のメ
タノール（ゲスト）をホスト（天然系素材など）
の空間部分に取り込ませて固体状にした。開発に
は、これまで水処理薬品等で培われた技術が転用
された。発電時は、固体状メタノールに水を接触
させ、水側にメタノールを放出させて燃料として
使用する。
　固体状燃料とすることで、メタノールの揮発性
を抑制して危険物・劇物の指定や航空機への持込
み制限を回避するだけでなく、液漏れ防止も可能
となった。また、固体状メタノール燃料はビーズ
やペレット、シートなど様々な形に加工でき、携
帯性も高い。使用後のホストは、再びメタノール
と反応させれば何度でも利用可能である。ただし、
粉体の形状では、液体メタノールに比べて、見か
けの体積が 1.4 倍に増えてしまうというデメリット
もある。
　今回の固体状のメタノール燃料に関する基本特
許ならびに周辺特許は出願済みであり、一部は既
に公開されている。また、固体状のメタノール燃
料は「メタノール包接化合物」として携帯機器用
燃料電池関連の安全性国際標準規格へ 2006 年 10
月に登録される予定である。
　メタノール直接型燃料電池は、2007 年には実用
化され、2010 年頃には一般的に用いられるように
なると予測されている。同社は、携帯機器搭載を
進める家電メーカーと共同で事業化に向け本格的
に取り組み、2007 年を目処に製品を発売する計画
である。固体状メタノール燃料の内蔵カートリッ
ジを使った携帯電話用の充電システムの試作機も
既に製作されている。
　今後、同社は、一般の燃料電池の重要課題であ
る水素貯蔵方法に対しても包接化合技術を適用し、
安全な水素貯蔵技術開発も進めていく予定である。
包接化合技術が適用された固体状メタノール燃料
栗田工業株式会社提供資料
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運転 30 年以上の実用発電用原子炉（計７基）
原子炉 敦賀１号（原電）
美浜１号
（関電）
福島第一１号
（東電）
美浜２号
（関電）
島根１号
（中国電）
福島第一２号
（東電）
高浜１号
（関電）
運転開始月 1970年 7月 1970年 11月 1971年 3月 1972年 7月 1974年 3月 1974年 7月 1974年 11月
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　2005 年12月1日、原子力発電施設の解体に伴って発生する廃棄物のうち、放射能レベルが極めて
低いものについて通常の産業廃棄物と同等の扱いを認める新制度（クリアランス制度）が開始された。
本制度は放射性廃棄物と放射性廃棄物として扱う必要のない廃棄物（クリアランス廃棄物）を安全に区
分するもので、原子力施設外への搬出の際に、放射能濃度の高い廃棄物がクリアランス廃棄物と混在さ
れないよう、国が厳格に監督、確認する仕組みも設けられている。なお、クリアランス制度が社会に定
着するまでの当分の間、国民の信頼を醸成するために、クリアランス廃棄物の搬出先ルートが明確化さ
れるとともに、クリアランス廃棄物を関係業界内で積極的に再利用することも進められる。
トピックス6　原子力発電施設解体に伴う廃棄物に関する新制度開始
　2005 年 12 月１日、「核原料物質、核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法
律」が施行され、原子力発電施設の解体に伴って
発生する廃棄物のうち、放射能レベルが極めて低
いものに対して通常の産業廃棄物と同等の扱いを
認める新制度（クリアランス制度）が開始した。
　現在、我が国では 53基の原子力発電所が稼動し
ているが、その中で運転開始から 30年を越えた高
経年化に関する技術評価の対象となる原子力発電
所は７基にのぼる。また、既に運転終了となって
いる日本原子力発電譁東海発電所の施設の解体作
業が、平成18年度より本格的に開始される。
　原子力発電施設の解体に伴って発生する廃棄物
の中には、①放射性廃棄物、②超低レベルの放射
性物質を含む可能性がある廃棄物、③放射性廃棄
物には該当しない一般廃棄物が含まれている。こ
のうち、今回の新制度の対象となるのは②の廃棄
物であり、①の放射性廃棄物と②の放射性廃棄物
として扱う必要のない廃棄物を安全に区分しよう
とするものである。②の廃棄物とは、具体的には、
建物のコンクリート・鉄筋・鉄骨や燃料取り換え機、
熱交換器の一部などであって、それらの廃棄物に
含まれる物質の放射能濃度が一定レベル（クリア
ランスレベル）を超えないことが国により確認さ
れた場合にのみ、一般産業廃棄物として取り扱う
ことになる。ここで設定されているクリアランス
レベルは、原子炉施設から発生する金属やコンク
リートがどのように再利用されたり廃棄物として
埋め立てられたりしたとしても、その廃棄物から
の放射線レベルが基準値を超えないように決めら
れている。その基準値とは、自然界からの放射線
レベル（世界平均で年間 2.4mSv）の 200分の１以
下（年間 0.01mSv（注１））である。
　クリアランス制度の運用に当たっては、放射能
濃度が高い資材等（①）がクリアランスレベル以
下の廃棄物（②③）と混在して原子力施設外に搬
出されることがないよう、国が厳格に監督し確認
する仕組みが設けられている。具体的には、原子
力施設の解体時に事業者が行う放射能濃度の測定
および評価について、国が事前に測定及び評価の
方法を許可し、許可を受けた方法に基づき行った
測定及び評価結果を確認するという、２段階の関
与が行われる。なお、クリアランス制度が社会に
定着するまでの当分の間、国民の信頼を醸成する
ために、クリアランス廃棄物の搬出先ルートが明
確化されるとともに、クリアランス廃棄物を関係
業界内で積極的に再利用することも進められる予
定である。なお、海外では、原子力発電所を多数
保有するドイツ、スウェーデン、ベルギー等の国で、
既にクリアランス制度が導入されている。
（注１）年間 0.01mSv（ミリシーベルト）という数値は、国
際放射線防護委員会（ICRP：International Commission on 
Radiological Protection）などの放射線防護の国際的体系の
中で、人の健康に対するリスクが無視し得る線量として利
用されている。
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 製造技術分野 TOPICS Manufacturing Technology
　極端紫外線（EUV） リソグラフィ技術に関する国際会議「4th International Extreme Ultra 
Violet Lithography Symposium」が11月7日から9日まで米国サンディエゴ市郊外で開催された。
この中でドイツのXTREME 社は、EUV光源としてスズ（Sn）プラズマを用いた放電生成プラズマ技
術において、EUV光源の出力を実用化レベルまで向上させたという成果を発表した。これまでEUVリ
ソグラフィの光源は放電生成プラズマとレーザ生成プラズマの2つの技術が競合していたが、放電生成
プラズマ技術の優位性が明らかになった。また、本シンポジウムでは恒例としてEUVリソグラフィの開
発項目の順位付けを行うが、今回の光源出力の進展を受けて、感光性樹脂に関する開発項目を１位に格
上げし、逆にこれまで優先度が高いとされてきた光源の開発の順位を下げた。これは、EUVリソグラフ
ィの開発が新たな開発フェーズに移ったことを示唆する。
トピックス7　極端紫外線リソグラフィ光源開発に大きな進展
　これまで半導体LSI は、微細加工技術の向上に
よって、その集積度を高めてきた。微細化の程度
を表す指標として一般的に用いられているDRAM
（Dynamic Random Access Memory）のハーフピ
ッチサイズでは、現在、90nmが量産化レベルに到
達している。LSIの微細パターンは、微細加工用の
露光装置を用いて感光性樹脂を加工するリソグラ
フィ（写真製版）技術によって形成されているが、
今後もこの技術が主流であると考えられている。
微細化が進むにつれて、光源波長の短い露光装置
が必要になり、将来、さらなる微細化に対応する
ために、極端紫外線（波長：13.5nm）を光源に用
いるEUV（Extreme Ultra Violet）リソグラフィ技
術が必要であると言われている。
　 米 国 の 半 導 体 コ ン ソ ー シ ア ム で あ る
SEMATECH主催によりEUVリソグラフィ技術に
関する国際シンポジウムが、今年は 11月７日から
９日まで米国サンディエゴ市郊外で開催された（４
th International Extreme Ultra Violet Lithography
（EUVL）Symposium）。本シンポジウムでは、こ
れまで光源に関する発表が最も多くなっている。
　そのような中、ドイツのXTREME社は、EUV
の光源としてスズ（Sn）プラズマを用いた放電
生成プラズマ技術（DPP：Discharge Produced 
Plasma）において、大幅な光源出力向上に関する
開発成果を発表し注目された。実用化レベルとさ
れる光源の目標は、集光点での出力として 115W
という値が設定されていたが、XTREME社が今回
発表したDPP光源出力（800W）は、集光点出力
での 115Wをほぼクリアできるレベルと考えられ
る。Snプラズマを用いたDPP装置では、放電部
から放出される多数のデブリ（砕片）の発生が課
題であるが、堆積するSnの除去法やSn微粒子の
飛散防止法なども合わせて開発していることが報
告された。これまでEUVリソグラフィの光源は、
DPPと LPP（LPP：Laser Produced Plasma）の２
つの技術が競合していたが、本発表により現時点
でのDPP技術の優位性が明らかになった。
　この光源出力の進展を受けて、オランダの
ASML社からは、実用化に対する光源の目標値を
115Wから 180Wへ高くしようという提案がなされ
た。これは、感光性樹脂の解像度向上に対する課
題などを、EUVの高い光源出力で補おうという意
図である。
　また、本シンポジウムでは恒例として、会議の
最後にEUVリソグラフィの開発項目の優先順位
付け（Critical Technical Issues）が話し合われる。
2005 年の順位付けによると、感光性樹脂に関する
開発事項（解像度、感度、エッジの粗さなど）が
前年の３位から１位に格上げされ、２位は前年と
同じ集光光学素子の寿命、以下、無欠陥マスクの
供給、EUV光源出力ということになった。これま
で優先順位が高いとされてきた光源の開発は、今
回のDPP技術向上の発表を受けて、その優先順位
を下げた。これは、EUVリソグラフィの開発が新
たな開発フェーズに移ったことを示唆するもので
あり、EUVを研究する各国の研究グループは、今後、
研究方針の見直しを迫られると考えられる。
宮崎大学工学部地域共同研究センター　窪寺 昌一 助教授の投稿をもとに科学技術動向研究センターにて作成
参　考：1）科学技術動向、2004年 5月号、特集「半導体微細加工装置技術の最新動向」
 2）http://pcweb0.pc.mycom.co.jp/articles/2004/10/22/euvl/
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 製造技術分野 TOPICS Manufacturing Technology
　微小重力環境でシリコンを溶融すると、表面張力により球状の単結晶ができる。この球状のシリコン
を利用した太陽電池が作製された。球状の太陽電池は、反射光も含めてあらゆる方向の光を利用でき、
1日を通じて平面型よりも効率が 3割程度高く、入射角90度の時に約19％になる。この球状太陽電
池を無電源携帯端末の下部にアレイ状に配列すると、足元から発信される赤外線を通信データと電源エ
ネルギーとに同時に変換できる。京セミ株式会社は、地上で宇宙機内と同じような微小重力環境を得る
ため、溶融したシリコンの液滴を高さ14mの落下塔内で自由落下させ、直径１ミリ程度の球状の単結晶
を製造する技術を開発した。この単結晶は球状のため、太陽電池として、光の利用効率が比較的高いほ
か、製造面でも材料の無駄がなく、平面型より製造コストも削減できる。微小重力実験の活用を見直す
きっかけにもなるものと考えられる。
トピックス8　微小重力環境で製造する球状の太陽電池
　2005 年３月に開幕した愛・地球博の日本庭園に
おいて、４月 24日までの期間に、空間光通信シス
テムの技術を用いた無電源携帯端末装置が入場者
に配布され、場所ごとに音楽や詩などのコンテン
ツを聞くことができた。この装置はC産業技術総
合研究所（AIST）がカスタマイズしたものである
が、全く新しい技術として電源と受信器を兼ねる
球状太陽電池が利用された。
　球状の太陽電池は、反射光も含めてあらゆる方
向の光を利用でき、１日を通じて平面型よりも効
率が３割程度高く、入射角 90度の時に約 19％にな
るという。屋外では強い太陽光が赤外線通信の障
害となるので、球状太陽電池の表面には可視光カ
ットフィルターがコーティングされている。この
球状太陽電池を、無電源携帯端末の下部にアレイ
状に配列すると、足元から発信される赤外線を通
信データと電源エネルギーとに同時に変換できる
という点も画期的である。
　この球状太陽電池を製造した京セミ譁（本社：
京都）は、製品名を「スフェラー」と名づけて商
標登録している。北海道恵庭市に高さ 14ｍの落下
塔を含む工場を持っている。落下管内をシリコン
の液滴が自由落下する約 1.5 秒間の微小重力状態で
表面張力により直径１～ 1.5mmの真球状にして凝
固させ結晶を作る技術を独自に開発した。
　同社は、この技術をもとに平成 12年度よりC
新エネルギー・産業総合技術開発機構（NEDO）
の補助金を活用し粒状太陽電池の実用化技術の開
発を行ってきた。製造上の利点としては加工時に
材料の無駄がなく、シリコンを有効に活用でき、
その結果、製造コストが平面型の太陽電池に比べ
て削減できる。太陽電池としての寿命の点でも球
状は劣化が少なく有利である。また、素子の１つ
１つが球であることから、薄いフィルムに貼ると
自在な曲面が得られる。間隔を空けることもでき
るので、その隙間を光が透過することができ、「発
電窓ガラス」にもなりうる。
　現在は、まだパイロットプラントの段階で、生
産量は年間１kgにも満たない状況であるが、応用
範囲がきわめて広いと思われることから、同社で
は、落下塔や加工設備を改良して、月間 20kw相
当を目標にシリコン結晶球量産体制の立ち上げを
行っているとのことである。量産化に成功すれば、
各種の応用製品が順次発売されると予想される。
　同社は上砂川の地下無重力実験センター
（JAMIC）を利用してアイディア確認のための初期
の実験を行った。その後 JAMICは廃止されたが、
その成果がようやく目に見える形になるものとな
った。このような開発事例を通じて、落下塔や航
空機などによる地上での微小重力実験機会の活用
を見直すきっかけにもなると考えられる。微小重
力環境の利用はまだ入り口に立ったばかりであり、
公募地上研究や先導的応用化研究、さらに国際宇
宙ステーションでの先行的な実験機会を活用して、
微小重力環境を利用した「ものづくり技術」が創
造されることが望まれる。
球状太陽電池の断面
by 京セミ譁
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　世界遺産地域は発展途上国において観光資源として重視される一方で、宅地化の進捗、戦争や違法
行為、地図などの基本データの不足などにより、遺産の原状保存が危ぶまれているものが多数ある。
2005 年10月16日から21日まで福岡市で開催された第56回国際宇宙会議（IAC）では、ユネス
コのスタッフによる講演が行われ、効果的に世界遺産を保護するために地球観測衛星画像を活用した事
例が紹介された。例えば、南米の「イグアス国立公園」の巨大な滝の付近では、この数十年間に森林伐採
や宅地化が進み、深刻な森林消失に直面していることが地球観測衛星画像により明らかになった。ユネス
コではこの資料を当事国に提示して当事者の理解を得ることができ、森林の修復作業が開始されたとい
う。ユネスコが地球観測画像で効果的に世界遺産保護を支援できること示したものとして注目される。
トピックス9　ユネスコが衛星画像を利用して世界遺産保護を支援
　ユネスコ世界遺産は文化遺産と自然遺産に大別
され、現在 812 箇所登録されている。世界遺産地
域は観光資源として重視される一方で、急激な開
発、宅地化の進捗、あるいは戦争や違法行為など
により、遺産の原状保存が危ぶまれているものが
多数ある。しかし、最近は地球観測衛星の観測デ
ータを利用して、保護や修復の必要性の判断が容
易に行えるようになってきた。
　パリに本部を置く国連教育科学文化機関（ユネ
スコ）は、世界遺産の登録や保存のために、世界
遺産センターを設置している。同センターは、世
界遺産保護の個別プロジェクトに対して積極的な
活動を行っている。
　例えば、ブラジル・アルゼンチン・パラグアイ
の国境に位置する「イグアス国立公園」の巨大な
滝の付近では、この数十年間に森林伐採や宅地化
が進み、深刻な森林消失に直面していることが地
球観測衛星画像により明らかになった。ユネスコ
ではこのことを示す資料を当事国に提示し、当事
者の理解を得て森林の修復作業が開始された。ま
た、南米ペルーの「マチュ・ピチュ歴史保護区」では、
観光開発に伴って周辺の地形が地すべりなどで危
険な状態になっており、地球観測衛星画像を利用
して効果的に補強工事を行うようになった。
　アフリカのコンゴ民主共和国では、マウンテン
ゴリラの生息地帯として知られる「ビルンガ国立
公園」の地図情報を全球測位システム（GPS）によ
り整備するとともに、カナダのRADARSAT衛星
の画像データにより、森林の下に隠れていて光学
的に上から見ることができない川の流れが詳細に
把握でき、生態系保全活動に役立てることができ
た。レーダ観測装置が発する電波は雲や木の葉な
どは透過し、水に吸収されると反射波が返ってこ
ないことから、水の存在を鮮明にデータ化できる
ことを利用している。
　エジプトではギザのピラミッドで有名な「メン
フィスとその墓地遺跡」の周辺に住宅地が拡大し
ており、境界を侵しそうになっている。ユネスコ
はこの地域の地球観測画像をエジプトに示して警
告を発した。エジプト政府はユネスコの警告に理
解を示し、世界遺産保護の施策を実行し始めた。
同様な問題はインドの「タージ・マハル」でも起
こっており、衛星画像により周辺の深刻な宅地開
発の状況が明らかにされた。
　2005 年 10 月 16 日から 21 日まで、福岡市で第
56回国際宇宙会議（IAC）が開催された。この大
会は“Space for Inspiration of Human kind”（人類
を元気付ける宇宙）と銘打たれた。10月 19 日に
行われたハイライト・レクチャー（市民公開講座）
では、「ユネスコ世界遺産保護を支援する宇宙から
の地球観測」というテーマでユネスコのスタッフ
であるヘルナンデス博士（生態学）の講演が行われ、
南米･アフリカ・アジアなどの途上国での世界遺産
保護活動の例を示した。ヘルナンデス博士は、こ
のような活動こそが「人類を元気付ける宇宙」で
あると述べた。
ペルーのマチュ・ピチュ歴史保護区
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サービス・サイエンスにまつわる
国内外の動向
日高　一義
客員研究官
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　米国およびヨーロッパの大学で
は、サービスをサイエンスの対象
ととらえ、科学的手法を用いてサ
ービスの持つ諸問題を解決し、生
産性を高め、サービスにおける
イノベーションを実現して経済
を活性化しようという新しい動
向がある。ここに出現する新たな
学 問 領 域 は“Services Sciences，
Management and Engineering”
略して“Services Sciences”：「サ
ービス・サイエンス」と呼ばれて
いる。ここで言う「サービス」と
は、第三次産業に分類されるサー
ビス業のみならず、製造業におけ
るサービス・ビジネスも含め、提
供者と利用者の間で双方向的に行
われる経済価値の創造の過程のこ
とを指す。次章より、背景（２章）、
サービス・サイエンスの解説（３
章）、欧米の大学におけるサービ
ス・サインスの展開（４章）、日
本における現状（５章）、および
まとめ（６章）を報告する。
2   背　景 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
米国国家戦略としての
サービスへの研究投資
　2004 年 12 月に公開された米国
競争力評議会のレポート（いわゆ
るパルミザーノ・レポート１） は、
人材、投資、基盤の３つの観点か
ら国家戦略としてのイノベーショ
ン戦略の重要性を説いている。現
在の米国のおかれている状況を分
析し、イノベーションが必要な背
景として、国際化にともなう他国
の脅威、科学技術研究それ自身の
停滞と製造業へのスムースな技術
移転の立ち遅れなどをあげること
に加え、サービスが経済において
大きな比率を占めているのにもか
かわらず、サービス・セクターが
イノベーティブなビジネス・プロ
セス・デザイン、組織、マネジメ
ントに関する研究投資を行ってい
ないことを指摘している。すなわ
ちサービスに対する研究投資を米
国の国家戦略として考えているこ
とが、このレポートの背景の１つ
にある。このレポートがきっかけ
になって、アカデミアにおけるサ
ービスに対する最近の様々な取り
組みが、「サービス・サイエンス」
という言葉に集約されてきたので
ある。
２‐２
サービス経済の発達
　それでは世界経済のなかで、サ
ービスはどのような位置づけにな
っているのであろうか。現在は経
済におけるサービスの重要性が非
常に高まっている。このことは、
いわゆる「サービス産業」が大き
く伸びていること、および、サー
ビス産業に分類されていない企業
においてさえも、「サービスによ
るビジネス」が増大していること、
の２点から明らかである。
盧サービス産業の発展
　産業別労働人口の推移を見た場
合、世界的な現象の１つとして
サービス産業の労働人口が、大
きく増えていることがわかる。
図表１は、世界の労働人口の多
い上位 10 カ国の労働人口の推移
を、200 年前にさかのぼって整理
したものである２）。欧米を中心と
した先進諸国では、18 世紀の後
半にイギリスの紡績機械の改良
に始まった産業革命、および、19
世紀後半の石油・電気の大幅な利
用拡大による第二次産業革命を通
じ、第二次産業（製造業）の労働
人口が大幅に伸びた。しかしなが
ら、これらの諸国では 20 世紀の
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半ばになり、サービス産業が台
頭してきた。一方、中国・インド
など近年大きな成長を見せている
国々は、欧米諸国に見られたよ
うな第二次産業労働人口の台頭
する時代を経ないで、農業の時代
からサービスの時代へ急激に推移
している。日本においても、終戦
後の高度経済成長を経て、製造業
と並行して、あるいはそれ以上に、
サービス産業の労働人口が伸びて
いる。
　図表２は、日本の経済活動別国
内総生産を示す。サービス業の総
生産における割合が大きいのみな
らず、その伸び率においても製造
業を上回っていることがわかる。
図表 3 は、日本の経済活動別の
就業者数の推移を表す。1998 年
以来、就業者の総数は減少してい
るのにもかかわらず、サービスに
従事する就業者数は増えているこ
とがわかる。ここで言うサービス
業とは図表４の日本標準産業分類
（総務省）によるサービス業の分
類における広義のサービス業、す
なわち第三次産業のことを示す。
図表１　主要先進諸国におけるサービス産業の成長
出典：http://www.nationmaster.com
図表３　日本の経済活動別の就業者数
国民経済計算確報（内閣府）３）より
図表４　日本標準産業分類（総務省）によるサービス業の
 分類
図表２　日本の経済活動別国内総生産
国民経済計算確報（内閣府）３）より
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盪製造業におけるサービスの発達
　次に製造業におけるサービス業
務の増大を見てみたい。
　図表５は米国 IBM 社および
General Electric社の売上高の内訳
を、2002 年～ 2004 年において比
較したものである。両社ともサー
ビスの比重が多くなっていること
がわかる。IBM 社は 2004 年には
売り上げの５割以上がサービスに
よるビジネスになっておりハード
ウェア、ソフトウェアの合計より
も大きくなっている。このサービ
スの中には、システム構築、コン
サルティング、システム・インテ
グレーション、アウト・ソーシン
グ、メンテナンス、サポート・サ
ービスなどが含まれる。General 
Electric 社は棒グラフの上部２つ
の部分の合計（Sales of services 
と GESC revenue from service） 
が、サービスの売り上げと考えら
れる。
　また、単に売り上げ額だけでな
く、その事業内容においても、製
造業は大きくサービスへとシフ
トしている。B.V.Looy らによる
“Services Management”６）の第３
章には製造業における最近の事業
戦略の転換が、その事業内容の側
面において、詳しく報告されてい
る。それによれば、製造業におい
ては「物だけを製造・供給する」
時代から、「物にともなった付加
価値を提供する」時代をへて、「サ
ービス事業戦略を推進する」時代
へと変遷する傾向が述べられてい
る。付加価値を提供するとは、製
品の提供とともに、メインテナン
ス、使用方法のサポート、情報の
提供、ユーザー・コミュニティー
の支援などの、顧客価値を高める
ためのサービスの提供をさす。サ
ービス事業戦略を推進するとは、
例えば、自社製品のみならず、他
社の製品のサポートやメンテナン
スもサービスの対象とすることに
より、顧客価値重視の視点から幅
広くサービス事業を展開すること
である。このような内容の豊かな
顧客志向のサービスへの転換の傾
向は、自動車、電機・電子製品を
はじめとする多くの製造業におい
て、共通のものとなっている。
　以上のように、世界経済の中で
は、サービス産業のみならず製造
業においても、質・量ともに企業
におけるサービスの重要性は著し
く高まっていることがわかる。
２‐３
サービス経済発達の理由
　サービス経済の発達の理由は
以下のように考えられる。個人所
得の増加により自分で行っていた
日常的業務をお金を払って人に頼
むようになったこと、共働き夫婦
の増加や高齢化など社会環境の変
化にともなって新たな支援業務が
ビジネスとして出現したこと、イ
ンターネットや通信技術の進歩な
どテクノロジーの発達により、提
供できるサービスの質と量が大き
く変化したこと、製造製品の高度
化にともないサポート・メンテナ
ンスの需要が急増したこと、企業
のビジネスがコンポーネント化さ
れコア・コンピテンスへの集中と
選択が行われるようになりビジネ
ス・プロセスの外注なども広まっ
てきたこと、などである６）。
　また、もっと大局的に見ると、
土地や自然資源の所有と取引を中
心とした経済から、知識・スキル
などの人的資産を中心とした経済
への移行が、サービス経済発達の
理由とされている。この議論に関
しては S.L.Vargo、R.F.Luschらの
“Evolving New Dominant Logic 
for Marketing”８）で詳しく報告さ
れている。
図表５　IBM社とGE社の売り上げにおけるサービスの比率
Consolidated financial statements, IBM, 2005.４）、Statement of Earnings, General Electric, 2005.５）
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３‐１
サービスの定義、特性、
および問題
　第２章で報告したように、サー
ビスには第三次産業である「サー
ビス業」と「製造業におけるサー
ビス」の２つがある。経済活動と
してのサービスの本質を考えた上
で、両者に共通に当てはまり、か
つサービス業における様々な業務
をも包括するように、「サービス」
という言葉そのものを定義しよう
という試みは数多く存在するが、
まだ意見の一致を見るには至って
いない。サービスの定義の例を図
表６に示す。
　サービスの特性に関しては様々
な研究がなされているが２、６～９）、
共通して報告されているのは、無
形性、同時性、異質性などであり、
この特徴が生産物を中心とした経
済活動にはない困難の原因となっ
ていると指摘されている。
　無形性とは、提供されるものが
手に触れることのできない、提供
者の活動の結果としての効果・効
能であることを指す。これは、提
供されるものの経済価値が生産物
よりもあいまいであることにつな
がる。これにより、価格設定が困
難である、管理が困難である、生
産性を定義しこれを測定するのが
困難である、品質を測定しこれを
利用者に説明するのが困難である
などの、問題が生じることになる。
　同時性とは、生産と消費が双方
向的に同時に起こることを意味し
ている。例えば、医療行為や教育
などは人から人への伝達を主とす
るサービスであるといえるが、医
者が診ると同時に患者が看られ
る、先生が指導すると同時に生徒
が学習する、など提供者と利用者
が同時に参加することにより、経
済活動がなされている。これは、
製品を作り、そしてその後、利
用者に届けるというモデルと異な
り、経済活動の中に利用者が同時
に居合わせるモデルであり、利用
者・消費者の関与が大きいことを
意味する。ここに、いかに効果的
にサービスを享受できるように利
用者側の受容能力を高めるか、と
いう課題が生じる。すなわち、提
供者側のイノベーションだけでな
く、利用者側のイノベーション（需
要のイノベーション）に関しても、
サービスを提供する側が考慮する
必要がある。また、同時性により、
利用者に届けるサービスの品質を
事前にチェックできないという問
題が生じる。さらに、生産者と利
用者が同時に存在する必要がある
ために、地理的な遠近が影響する
場合もある。よって、国際化によ
り価格競争力を強化している企業
などは、サービスにおける国際化
を製造物の場合とは別の視点で考
える必要が生じる。
　異質性とは、同じサービスでも、
提供する人、提供される場所、利
用者の置かれている環境や心理状
態により、サービスの効果や利用
者の受け止め方が異なることを指
す。これにより、実際に利用者と
接する人（front end）の質を如何
にあげるか、という課題が生じる。
しかしながら、異質であることは
差別化にもつながるので、サービ
スの種類によって、スタンダード
による均質なサービスを提供する
モデルをめざすのか、差別化を意
図するモデルを目指すのかを、検
討する必要がある。
３‐２
サービス・サイエンス
盧サービス・サイエンスの目的
　サービスに対し、科学的な分析
手法、効率的なマネジメント手法、
生産性を最大限に高めるための工
学的な生産方法を提供し、３‐１
章で議論したようなサービスの特
性に起因するところの諸問題を解
決し、生産効率をあげ、またイノ
ベーションをシステマティックに
生み出す枠組みを見出すことが、
サービス・サイエンスの目的であ
る。サービス・サイエンスの提唱
元の IBM 研究部門では、“Services 
Sciences，Management，and 
Engineering”を略して“Services 
Sciences”：「サービス・サイエンス」
と呼んでいる。ここで対象となる
サービスは、サービス産業および
製造業におけるサービスの双方で
ある。
　戦後の日本の高度成長は「物を
作って売る」という経済に支えら
れていた部分が大きい。しかしな
がら、本報告書で調査してきたよ
うに、物を作って売る経済に並行
して、サービスを提供して価値を
追及する経済が大きく成長し、日
本および世界の経済の重要な部分
をしめていることも事実である。
3   サービス・サイエンス 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表６　サービスの定義の例９，16）
蘆顧客の問題に対する解決策として提供される一連の行為（Gronroos，1990）
蘆成果物が製品あるいは構造物でないすべての経済活動（Brian et al，1987）
蘆無形であり、しかも保存できない、作られると同時に使われるもの
 （Sasser et al，1978）
蘆協同生産者である顧客のために行われる、保存できない、無形の行為
 （Fitzsimmons，2001）
蘆他によってもたらされる経済活動の実現主体の状態の変化（Hill，1977）
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　すなわち、日本および世界の経
済の活性化は、サービス経済の活
性化により（その他の要素もある
であろうが）達成されるのである。
このサービス経済の活性化を体系
的に考える枠組みとして、「サー
ビス・サイエンス」を推し進める
必要があると考えられている。
盪サービス・サイエンスの
　研究課題
　サービス・サイエンスの研究課
題に関しては、まだ議論の段階で
あり確定はしていない。むしろ、
サービスの生産性を高めイノベー
ションを実現するためには何を研
究すればよいかを考えることその
ものが、現状における最大の研究
課題であるように見える。しかし
ながら、現在考えられている研究
課題としては、以下の例がある。
窕サービス・イノベーション・
　マネジメント
　サービスにおける生産性を向
上させ、新たなビジネスの種を創
出するために、サービスにおける
イノベーションをシステマティッ
クに行う方法を考案し、これを実
現する方法を提示することがま
ず重要な研究課題の１つである。
また実際にサービスを提供する
際のビジネス・プロセスのイノベ
ーションを研究することも重要だ
と見られている。これには、ビジ
ネス・プロセスの動的な変革や、
現状にないビジネス・プロセスの
創出なども予想されるので、法規
制に対する研究も含まれると見ら
れている。
窘サービスの効率を上げる
　テクノロジー
　テクノロジーのサービスにおけ
る役割を明確にすることも大事な
研究課題と考えられている。これ
には、既存のテクノロジーを如何
に活用するかという側面と、どの
ような新たなテクノロジーが必要
かという側面の２つがある。例え
ば、ユービキタス・コンピューテ
ィング、ロボティックス、ネット
ワークなどのテクノロジーは、従
来のようなテクノロジー・アウト
のモデルで研究を進めるのではな
く、それが人によってどのように
使われていくか、すなわちどのよ
うなサービスのコンテクストの中
で使われるか、から発想され研究
されることが重要であり、これら
はサービスの重要な要素になると
見られている。
窖サービスの価格設定
　サービスは無形であり定義があ
いまいなので、価値が利用者の主
観により判断される傾向が強い。
この為、物理的・客観的な仕様に
よって性能が一意に規定される製
造物に比べて、価格設定が困難で
ある。そこで、提供者・利用者の
双方に納得性のある価格設定の方
法を確立することが非常に重要と
なる。ここでは、市場からの情報
や、ユーザーあるいは競業他社か
らの情報を活用して、ダイナミッ
クな価格設定を行う方法論とツー
ルなどの研究が必要である。また、
最終的な価値はユーザーの満足度
によって決定されるので、価格設
定のモデルの中に「満足」という
極めて主観的な要素を組み入れる
ことを考えねばならず、人間の感
情を数値化（あるいはデータ化）
し、数学や経済学といかに結びつ
けるかという研究も必要になる。
窩サービスの生産性の測定
　サービスは成果物が無形であ
り、何を生産したのかを特定す
ることが容易でない場合も多く、
生産性を定義することがそもそも
困難である。そこで、サービスの
効果・効能をデータ化し、それを
実現する上で実際的に必要であっ
た分の投資の特定をするための考
え方、方法の研究などが必要とさ
れている。
竈サービスのテスト
　サービスは生産と同時に消費
される傾向が強いので、消費され
る前にその効果・効能を事前に
チェックすることが困難である。
コンピュータを用いたシュミレー
ションなどにより、あらかじめサ
ービスの効果・効能やリスクを推
測することができれば、より質の
良いサービスの提供につながる。
サービスの質を高めるための事前
チェックの方法に関する研究は、
将来期待される研究課題と見られ
ている。
窰サービス・プロジェクトの
　リスク・マネジメント
　例えば、情報システム構築は、
現在の社会の中で大変に重要なサ
ービスの１つであるが、テクノロ
ジーの高度化・複雑化、利用者の
要求の多様化・複雑化、そして市
場競争の激化により、プロジェク
ト・マネジメントが大変に困難に
なってしまっている。この情報シ
ステム構築などのような複雑なサ
ービス・プロジェクトのマネジメ
ントにおいて、最大の問題となっ
ているプロジェクト・リスクを、
数学、組織論、人間科学、経済学
などを結集して予測・解決するた
めの研究は、サービス・サイエン
スの具体的な研究課題と見られて
いる。
窶対事業所サービスの質と効率の
　向上の為の方法論とツール
 （ビジネス・プロセス・モデリング）
　対事業所サービスの質と効率の
双方を向上させるためには、顧客
である企業（事業所）の業務を包
括的に分析する科学的な枠組みが
必要である。この枠組みの１つに、
企業全体の業務を重複なく、かつ
もれなく、構成要素に分割し、各
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構成要素の間の業務フローを定式
化する方法がある。これは、ソフ
ト・ウェア開発における、ソフト
ウェアのコンポーネント化の方法
を適用し、ビジネス・プロセスを
コンポーネント化してモデルとし
て捕らえるものである。これによ
り、どのコンポーネントに対して
サービスを提供するのが有効なの
か、またサービスを提供した場合、
重要業績評価指標（KPI）がどの
ような影響を受けるのかを判断す
る手段が提供される。今後、この
ようなビジネス・プロセス・モデ
リングの研究領域は極めて重要に
なると見られている。
竅オペレーションズ・リサーチ
 （OR）と全体最適
　オペレーションズ・リサーチ
（OR）は第二次世界大戦時にアメ
リカやイギリスで戦争の作戦の効
率化のために生まれたが、現在で
は、経営科学の１つとして、意思
決定のための客観的根拠を与える
学問として研究されており、数学
的厳密さに基づく様々なツールを
提供している。OR はサービス・
サイエンスの重要な要素の１つと
されるが、サービスは構成要素と
して数学的に厳密にモデル化でき
ない部分を数多く含んでいるのが
常であり、この部分は OR では対
応できない。これには、決定に人
間系が関与する場合や、社会の規
定・慣習、ビジネス上の規定・慣
習などが関与する場合などがあ
る。OR が対応できる数理モデル
化可能な部分と、より人間的・社
会的・ビジネス的な部分とを全体
最適させるための方法論は研究課
題として重要な分野である。
竄計算組織論
　サービスにおいてはその経済
価値に対して人間が関与する度合
いが高い。企業は人間の集まって
る組織構造を基盤とするので、結
果的に、組織としての振る舞いが
サービスの価値に関与する度合い
が高いことになる。従って、サー
ビスを提供する側にせよ、あるい
は利用する側にせよ、企業の組織
の振る舞いを科学的に分析する枠
組みを研究することがサービスの
生産性や質を考える上で重要にな
る。このためのアプローチの１つ
として、コンピュータを用いて組
織をシミュレーションし、組織の
パフォーマンスを議論する計算組
織論という分野が出現してきてい
る。サービス・サイエンスの１つ
の分野として、今後も発展してい
くと見られている。
蘯知識の融合としての
　サービス・サイエンス
　前章に紹介した、現在考えられ
ている研究課題を総合的に考察し
た場合、サービス・サイエンスの
コアとなる学問領域に関し、以下
のようなことが判明する。
蘆 現実世界をモデル化し、解を求め
るための数学の役割が大きい。
蘆 現実の世界を把握するためにデ
ータを収集、蓄積、分析する手
段を提供する、情報科学の役割
が大きい。
蘆 経済学、法学、組織論など実世
界に対する知見を得るための社
会科学が不可欠である。
蘆 人間の満足などを把握していく
ために人間に対する洞察を深め
るための学問が必要である。
蘆 実際のビジネスに関する知識・
経験が適宜活用されなければな
らない。
　以上のような学問領域と知識を
融合する新たな知識の体系が必要
であり、これがサービス・サイエ
ンスそのものと考えられる。
　これらをまとめると、図表７の
ように、サービス・サイエンスは、
３‐１章で説明した需要（消費者
側）のイノベーションも含め、ビ
ジネス、自然科学・工学、社会科
学のすべての知識および方法論を
融合し、サービスのイノベーショ
ン目指すところにその特色がある
と思われる。これはまさに multi 
disciplinary な学問であり、これ
らの要求に沿った大学のカリキュ
ラムの検討が、欧米では始まって
いる。
図表７　知識の融合としてのサービス・サイエンス
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　欧米では、幾つかの大学にお
いてすでに学問領域として認知さ
れ、カリキュラムとして実践され
ているところもある 10）。
　図表８は、海外におけるサービ
ス・サイエンスに関係する研究機
関のリストである。やはり、ア
メリカやイギリス（UK）など大
学の先進国に多いが、伝統的に
社会システムに関心が強い北欧、
経済が近年急激に成長している中
国、アジア、シンガポールなどに
おいても事例が見られるのが特色
である。
　図表９は、米国のカリフォルニ
ア大学バークレー校のオペレーシ
ョン・リサーチ アンド マネジメ
ント・サイエンス学部のカリキュ
ラムの一例を示す 11）。経済学、数
学、人間行動学、経理、社会学、
数理計画法などの複合学科が統
合的に教えられるようになってお
り、サービス・サイエンスの目指
す内容と近い。
　図表 10 は、テキサス大学のビ
ジネス・スクールにおけるサービ
ス・オペレーションズ・マネジメ
ントのカリキュラムを示す 12）。サ
ービスの経済的側面、マネジメン
ト、開発、などの社会学的、ビジネ
ス的内容に加えて、待ち行列論、
需要予測、施設配置問題、配送経
路問題など、実際のサービスのオ
ペレーション、戦略策定に必要な
応用数学、オペレーションズ・リ
サーチの方法論が総合的に学べる
ようになっている。
　図表 11 は、ノースキャロライ
ナ州立大学において、サービス・
サイエンスのプログラムを新たに
設立するための提案書の一部であ
る（参考資料 13）より抜粋）。これ
はビジネス・スクール（College 
4   欧米の大学におけるサービス・サイエンスの展開蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表８　海外におけるサービス・サイエンス関連のプログラム例 16）
□アメリカ（含むカナダ・ブラジル）
蘆 Center for Service Leadership, Arizona State University, USA
蘆 The Center for Hospitality Research, Cornell University, USA
蘆 Relationship Marketing, Emory University, USA
蘆 Center for Services Marketing, University of Maryland, USA 
蘆 Operations Management of Services, California State University, Northridge, USA
蘆 Services Management & New Service Development, University of Texas, Austin, USA
蘆 Services Management, Brigham Young University, USA
蘆  Fishman-Davidson Center for Service and Operations Management, Wharton, University of 
Pennsylvania, USA
蘆 Service Operations Management, San Jose State University, CA, USA
蘆 Managing Service Operations, DePaul University, USA
蘆 Service Operations Management, University of Calgary, Canada
蘆 Management of Services, University of Western Ontario, Canada
蘆 Service Operations Management, Universidade Federal, Rio de Janeiro, Brazil
□ ヨーロッパ
蘆 Center for Relationship Marketing and Service Management, Hanken, Finland
蘆  CTF, Centrum för Tjänsteforskning (Service Research Centre), University of Karlstad, 
Sweden 
蘆 Centre for Service Management, Cranfield School of Management, UK 
蘆 Service Management, University of Buckingham, UK
蘆 Service Management, Warwick Business School, UK
蘆 Service Management and Strategy, London School of Business, UK
蘆 Service Engineering, Technion, Israel
□ アジア
蘆 Service Management Research Program, Nankai University, PR China
蘆 Productivity Management, City University of Hong Kong
蘆 Relationship Marketing, University of Auckland, New Zealand
蘆 School of Services Management, Nanyang Polytechnic, Singapore
□ Others at
 http://www.servsig.org/Syllabi/Service_Operations_Management_Syllabi.pdf
盧経済システムにおける意思決定
マクロ経済学、上級ミクロ経済学、経済統計と経済指標、工業統計・品質管理・予測手法
盪製造業とサービス業における意思決定
生産システム分析、操業手順設計と分析、ロジスティクス（物流）とサプライチェーンマネージメント、
線形計画法、工業統計・品質管理・予測手法
蘯社会システムにおける意思決定
社会学、社会学方法論入門、同中級、工業統計・品質管理・予測手法
盻アルゴリズムによる意思決定
 データ構造、複雑な問題と効果的なアルゴリズム（アルゴリズム設計論）、計算可能性と複雑さ、順列
組み合わせと確率論
（以上各４単位）
図表９　カリフォルニア大学バークレー校オペレーションズ・リサーチ・マネジメント・
 サイエンス学部のカリキュラムを参照 11）
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of Management）とエンジニア校
（College of Engineering）が協同
で作成しているものであって、２
つの学部をまたがった「サービス・
サイエンス」という新しい学科の
設立を目指すものである。新しく
始められる科目は、サービス・マ
ネジメント、プロセス分析と設計、
組織文化、IT サービスのアーキ
テクチャと設計、ネットワークサ
ービスとシステムの設計と効率評
価、など組織文化、技術、プロセ
スを含んだものになっている。ま
た、提案書にはこの設立趣旨を「こ
の学科の目的はサービスの効率
性やサービスのイノベーションに
とってキーとなる厳密な解析的手
法を提供することにある。」とし、
サービス経済の時代をにらんだ人
材の育成を目指す、博士課程も想
定したプログラムの設立すること
を目指している。
　サービス産業を対象とした大学
プログラムの例としては、コーネ
ル大学ホテルスクールの例があげ
られる 14）。同スクールでは、経営
と組織行動、人的資源管理、管理
者向け意思伝達手法、関連法令、
料理飲食管理、運営、施設管理・
開発・設計、マーケテイング・観
光・戦略、情報システム、財務・
会計・不動産開発等などを履修す
るとともに、それらの基礎となる
人間科学、社会科学、物理科学な
ども提供しているとされている。
ここはいわゆる実学を学ぶ色彩が
強いが、例えば、ホテル業におけ
るイノベーション創出に結びつい
ていけば、サービス・サイエンス
の１つの例と考える事ができる。
　参考資料 18 ～ 24 に、その他の、
海外における関連文献を載せる。
図表 11　ノース・キャロナイナ大学におけるサービス・サイエンス・プログラム
 の提案書を参照 13）
図表 10　テキサス大学Professor James A. Fitzsimmons の
 サービス・オペレーション・マネジメントのカリキュラムを参照 12）
蘆経済活動におけるサービスの役割
蘆サービスの本質
蘆サービスの品質
蘆新しいサービスの開発
蘆サービスを支える設備
蘆サービスの施設配置
蘆サービスとの出会い
蘆インターネットサービス
蘆サービスにおける需要予測蘆
蘆待ち行列の管理
蘆待ち行列理論と受容能力の設計
蘆試験
蘆受容能力と需要の管理
蘆設備管理
蘆サービスの戦略
蘆運搬経路
蘆サービスプロジェクト管理
蘆品質と生産性の向上
蘆成長とグローバルな事業展開
蘆会計監査
蘆試験
（各行が１回の授業に相当する）
５‐１
日本の大学での対応
　2005 年 10 月現在、サービス・
サイエンスを正式にカリキュラム
に取り入れている大学は日本には
あまりないが、北陸先端科学技術
大学院大学では、サービス・サイ
エンス論を新設して実施した。図
表 12 にはこのコースの講義計画
を示す。同大学によれば、サービ
ス科学を次世代の MOT の重要分
野と捉え、サービスの基礎概念と
最新理論、その応用について理解
を深め、「サービス・イノベーシ
ョンの実践的知識を習得し、幅の
広いイノベーション人材を養成す
ることを目指すことを目的とする
としている 15）。
　MBA の取得を目的としたビジ
ネス・スクールでは、サービス・
マネジメントがマーケティングの
観点から研究され、教えられてい
る。これには一橋大学・国際企業
戦略研究科などの例がある。
5   日本における現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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５‐２
日本における現状と課題
盧サービス・サイエンス・
　シンポジウム
　2005 年９月８日に、サービス・
サイエンス・シンポジウムが東京
で開催された（日本アイ・ビー・
エム譁東京基礎研究所主催 16）。
　参加者は、文部科学省、経済産
業省、科学技術振興機構の３つの
政府関係機関、東京、一橋、東京
工業、早稲田、慶応、筑波、宮
城、北陸先端の８大学、NEC、日
立、NTT、NTT DoCoMo、CSK、
三菱商事、富士通、東芝、および
IBM の９つの企業（企業内研究所
など）からの45名の参加であった。
　以下、このシンポジウムで議論
された要点も踏まえて、日本にお
ける現状と課題をまとめる。
窕サービスにおける
　イノベーションの必要性
　サービスの経済における役割
は重要さを増しているが、生産性
においては製造業よりも劣ってい
る。サービスにおいて持続的な生
産性の向上をはかるには、サービ
スにおけるイノベーションが不可
欠であり、そのためには、産業特
有の知識と科学的知識の双方を結
びつける問題解決のための知識体
系の構築が必要である。
窘サービスを視野にいれた
　教育の必要性
　サービスの生産性の向上およ
び、サービスの質の向上が日本の
課題である。教育の観点から、生
産性の向上のためには動機付け
と、チャレンジ精神の育成が必要
である。サービスの質の向上のた
めには現場で働く人のサービスの
提供能力の開発が鍵となる。この
観点から、製造業に対する能力開
発中心だった日本の教育に、サー
ビスも視野にいれた内容が盛り込
まれる必要がある。
窖サービス産業の問題点解決のため
　の科学的アプローチの必要性
　特に医療や旅行業の分野で
は、法規制が新しいビジネス・
プロセス開発の問題となって
いる。また、価格決定が困難であ
る、特許の成立が困難である、経
験による経営に依存している体質
がある、などの問題がある。サー
ビス産業の発展のためには、これ
らの問題を解決する科学的アプロ
ーチが望まれる。
窩ものづくりプロセスの重要性
　今後の経済を発展させる議論を
するときに、サービスの側面だけ
を強調して、議論を進めることは
危険である。なぜならば、大半の
サービスは「物財の提供」「情報の
提供」の両方を伴っている１つの
プロセスであり、良いサービスは、
物財・情報提供プロセスの安定性
（オペレーションの安定性）に大き
く依存しているので、オペレーシ
ョンが安定していないままに良い
サービスを考えても机上の空論と
なってしまうからである。生産も
サービスも時間の経過の中で行な
われる「プロセス」であるという
点は、製造業を中心として発展し
てきた日本経済の新たな成長を考
える上でとりわけ重要である。
竈日本のサービスの
　国際競争力の向上
　日本のサービス業の品質は劣っ
ていないにもかかわらず、日本発
のサービス企業のグローバル化の
成功事例は少ない。日本発のサー
ビスの国際競争力をどうやって高
めるかが重要である。
図表 12　サービス・サイエンス論講義計画
①サービスとは何か―サービスの基本的概念の整理
②サービス科学の必要性と今後の方向性について―サービス科学の基本的概念
③サービス産業・サービス社会の構造と課題
④「イノベーションは感じるもの」―サービス産業でのイノベーション・プロセス―
 「サービス・イノベーション」
⑤サービス科学への取り組みとその理論盧
⑥サービス科学への取り組みとその理論盪
⑦欧米におけるサービス科学研究について
潯事例研究：サービス・イノベーション実例
潛サービス科学の分野別討議（法令とサービス、サービス・マネジメント）
濳サービス・プロパティーの研究等サービス・エクセレンス企業からの講師講演盧
 ―ホテル（予定）
潭サービス・エクセレンス企業からの講師講演盪―食品メーカ （ーコールセンター）（予定）
澂サービス・イノベーション・プロセス（グループ討議）
潼課題研究グループ発表盧
潘課題研究グループ発表盪
澎サービス科学とサービス・イノベーションの課題と方策（総合討論）
北陸先端科学技術大学院大学・総合技術経営コース　亀岡秋男副学長より提供
図表 13　研究・技術計画学会の第 20 回年次学術大会におけるサービスに関する
 講演
蘆 日本におけるサービス・イノベーションの推進　―IT&ソリューションサービスを中
心としての考察―
蘆 サービスサイエンスによるナレッジ型サービスビジネスを推進する専門技術者の役割
とテクノプロデューサへの道
蘆 サービスサイエンスによるサービス／技術イノベーションの統合型戦略ロードマッピ
ング
蘆 サービス・サイエンス確立へのアプローチ：学際科学の場合　情報化社会進展に向け
た組織構造の課題　―日本型サービス・サイエンスの必要性について
蘆通信サービスにおけるイノベーションの実証分析
蘆サービス主導のイノベーションの普及浸透プロセスの研究
蘆サービス・サイエンス的アプローチによる企業競争力の増大について
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盪研究・技術計画学会
　第20回年次学術大会
　研究・技術計画学会の第 20 回
年次学術大会が、平成 17 年 10 月
22 ～ 23 日に、政策研究大学院大
学において行われた。　図表13は、
この学術大会においてタイトルに
「サービス」という言葉を含むも
のを大会のプログラム 17）より抜
粋したものである。
　「サービス・サイエンス」とい
う言葉も複数の大学研究者からの
講演に現れ、日本の大学において
も関心が持たれ始めたことがわか
る。また、サービスと同時に、イ
ノベーションが着目されているこ
と、テクノロジーとの関係の上で
議論される傾向があることがわか
る。さらに、サービスに関する研
究は欧米で発祥したことから、日
本の学界においては、海外との対
比において日本におけるサービス
の研究のあり方を議論しようとす
る傾向があることがわかる。
　これら、サービスの研究に関す
る講演の大部分はプログラムの中
で、「次の学際・融合研究に向けて」
というカテゴリに属している。こ
れより、サービスに関する研究お
よびサービス・サイエンスが、典
型的な学際的研究の領域として考
えられていることがわかる。
6   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　サービスは人手を介して提供
され、人間の感性に直接訴え、満
足感を中心として享受されると言
える。したがって、人間的な個性
にその経済的価値が左右される度
合いが強く、サービスは各国々の
文化風習や価値観に大きく依存す
る。しかしながら、財の提供、知
識・技術の教授や提供、業務支援
の提供、など明示的に定義される
契約に基づく経済行為として、欧
米的価値観の中で発達してきたサ
ービスは、世界経済の中で今後も
成長し、国際化の継続的な流れの
１つになると思われる。
　日本経済が持続的に成長してい
くためには、サービス経済の活性
化のための科学的な方法論を追及
する姿勢をとる必要があると思わ
れる。これは、まさにサービス・
サイエンスの目指す方向に一致す
るものである。すなわち、サービ
スに対し、科学的な分析手法、効
率的なマネジメント手法、生産性
を最大限に高めるための工学的な
生産方法を提供し、サービスの特
性に起因するところの諸問題を解
決し、生産効率をあげ、またイノ
ベーションをシステマティックに
生み出す枠組みを見出すための新
たな学問領域を確立することが重
要であると思われる。
　そのためには、サービスに関す
る産学官連携の研究などを推進す
る事により、問題を発見し、その
解決方法を検討すること、また、
その活動を通じてサービス・イノ
ベーションに必要な人材を育成す
ることが望まれる。また、サービ
ス経済のための学校教育をいかに
実現するかは、大きな課題である
と見られている。
　サービス・サイエンスは注目さ
れて間もないが、その役割が問題
の解決、生産性の向上、イノベー
ションを生むための枠組みの提供
であるので、対象となるサービス
が変遷し、成長する限りにおいて
は、新たに対応すべきテーマが出
現する可能性が高く、研究の対象
は拡大し続けると思われる。
　サービス・サイエンスは、最初
は、問題が比較的形式的に定義し
やすく、問題を解くための情報も
入手可能な、製造業におけるサー
ビス業務、IT サービス、金融サ
ービスなど企業のビジネスのサポ
ートを対象とする対事業所サービ
スにおいて確立されていくと思わ
れるが、やがてはより人間の関与
の側面が強く、問題を定式化しに
くい、観光、医療、福祉などの対
人サービスに拡大しいていくもの
と思われる。
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LSI の配線設計の課題と
設計自動化ツール開発の重要性
野村　　稔
情報・通信ユニット
　科学技術政策研究所が行なっ
た「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」での「デルファ
イ調査報告書」１）に、我が国の研
究開発水準の調査結果がある。図
表１は、このなかの現在と５年前
の対米国の研究開発水準を示して
いる。５年前に比べほとんどの領
域で水準が上昇していると判断さ
れている。しかし、シリコンエレ
クトロニクスの領域は、唯一、水
準が低下していると指摘されてい
る。デルファイ調査では、各領域
がもたらす「知的資産の増大」「経
済的効果」「社会的効果」の程度
も評価しており、シリコンエレク
トロニクスは、それらの全軸で効
果が高く重要な領域として位置づ
けられている。それにも拘らず、
その研究水準が落ちてきていると
の結果である。
　現在、シリコンエレクトロニク
ス領域では、「システムの複雑化
に対応する設計の高度化、デバイ
ス・配線の微細化の物理限界への
接近」などで生じる様々な課題に
直面している。ここでは、そのな
かでも、高速LSI実現に最も直接
的に影響する「配線問題」に焦点
を当て議論の掘り下げを行う。以
下では、シリコンCMOSロジック
LSIを対象とし、「配線問題」とは
何かを示し、配線問題に関わる製
造技術と設計技術の研究開発、そ
れらの現状および課題を抽出し、
今後の対策と提言を行いたい。
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　現在と５年前の対米国研究開発水準
「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果より
2   配線問題とは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　LSI では、トランジスタや抵抗
などの回路素子の組み合わせによ
りANDや NANDなどの基本的
な論理ゲートが構成され、ゲート
を組み合わせて更に複雑な論理機
能を持つマクロが形成される。こ
れら回路素子、ゲート、マクロ（以
下ではこれらを回路部品と呼ぶ）
間を相互接続するものが配線であ
る。広義には回路部品への電源や
グランド供給線も配線に含まれる
が、以降ではLSI性能に焦点を絞
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るため、主に信号に関する配線に
ついて述べる。配線は、半導体の
微細化に伴いLSIの性能や製造性
を決定付ける大きな要因として浮
上してきており、「配線問題」とは、
設計および製造を通して、この配
線を如何に最適に実現するかとい
う問題である。
　図表２に、LSI 開発工程とその
中での「配線問題」の位置づけを
示す。LSI 開発工程は大きく設計
と製造に分けられる。「配線問題」
は、設計においては配線設計①に、
製造においては、マスク製作工程
と配線工程に影響する。
　ここで、配線設計とは、回路部
品の配置とその間の配線を行い、
製造で使用するマスクデータを
作成する作業である。マスク製作
工程とは、マスクデータを起点と
してリソグラフィ②を考慮したマ
スクを製作する作業である。そし
て、配線工程とは、ウェーハ上で
物理的な配線を実現する工程であ
る。「配線問題」への対応として
は、設計自動化（EDA）ツールを
基盤とした設計手法（設計方法論
とも呼ぶ）に支援される「設計技
術」③、材料・構造、配線技術に
より配線を物理的に実現する「製
造技術」のバランスある進展が求
められる。
２‐１
配線構造
　図表３では、LSI の多層配線構
造を例示している。LSI は、下か
らシリコン基板、その上にトラン
ジスタや抵抗などが形成される基
板部、そして回路部品間を接続す
る配線層からなる。
　配線層は、水平と垂直の層が
交互に設けられており、配線はこ
れらの層上で立体交差状に実現さ
れている。この水平、垂直層を交
互に積層した三次元構造を多層配
線構造と呼んでいる。この多層配
線構造では、トランジスタや抵抗
間をつなぐ短い配線はMetal1 層、
クロック信号のようにLSI全体に
配られるGlobal 信号配線はGlobal
層、電源やグランド供給の配線は
最上層、それ以外は Intermediate
層を用いるなど、各配線層の使い
分けが行われている。微細化の進
展により最近のLSIでは配線本数
図表２　LSI 開発工程と「配線問題」
科学技術動向研究センターで作成
図表３　LSI の多層配線構造
ITRS 2003 資料２）を基に科学技術動向研究センターで編集
①配線設計
　狭義には回路部品間の配線パターンの設計をさすが、ここでは、回路部品の配置、
その間の配線、信号のタイミング検証、電気的検証、デザインルールチェック、マス
クデータ生成など物理的な設計に関係する設計全般と広義に捉える。物理設計または
レイアウト設計とも呼ばれる。
②リソグラフィ
　回路パターンなどを「現像」する装置、またその過程をいう。
③設計技術
　LSI を設計する技術であり、アーキテクチャ、回路など設計そのものと、それを支
援する設計手法からなっている。ここでは、EDAツールを基盤とした設計手法に支援
される LSI 設計の技術を「設計技術」と呼び、以降の議論の対象とする。LSI の高集
積化、高速化に伴い「設計技術」は、EDAツールに大きく依存し、「設計技術」の進
展はEDAツールの進展と密接に関係し分離できないものとなっている。
■用語説明■
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は数千万本にも達しており、配線
層数も次第に多くなり、製造工程
における配線工程の割合が大きく
なってきている。
２‐２
信号伝搬遅延時間
　配線上を信号が通ると伝播遅延
時間が生じる。配線は抵抗と容量
を持ち、これらを配線抵抗と配線
容量という（隣接配線との間には
寄生容量も生じるが、この配線容
量に含めて考える）。伝播遅延時
間は、容量と抵抗の積に比例する
ため、配線抵抗と配線容量が大き
な長い配線は伝搬遅延時間を大き
くしてしまう。理想的には微細化
により配線の容量も減るはずであ
るが、配線間の距離が小さくなる
ため結合容量が大きくなり、また
微細化すると配線の幅が狭くなる
ため、結果的には配線抵抗が増し
てしまう。図表４は微細化、高性
能化での配線遅延の影響を例示し
ている。
　図表４は、配線材料としてCu、
層間の絶縁膜として低誘電率
（low‐k）材料を用いた場合のゲ
ート遅延と配線遅延の相対的な
割合を示している。ゲート遅延と
Metal1の配線遅延は微細化に伴っ
て減少するが、Global 配線の遅延
時間は増加する。これを解決する
ため、一般にはリピータと呼ばれ
るバッファ回路を挿入することで
ドライブ能力を上げて遅延時間を
改善する方法が採られるが、代わ
りに消費電力と面積が増加してし
まう。このようにテクノロジーノ
ード（ノード：最小配線ピッチの
1/2）が 250nm以降の世代からは、
ゲート遅延より配線遅延がLSIの
動作速度を律速する主要因として
顕在化してきている。高速化のた
めには配線遅延の最小化が必須で
ある３）。
２‐３
クロック分配と
クロックスキュー問題
　この配線遅延の影響で最も深刻
なのは、動作周波数の高速化にお
けるクロック分配とクロックスキ
ューに関する問題である。現在の
LSI 設計においては、同期式回路
が主流を占めている。同期回路に
おいては、回路中の数万～数十万
ビットといったフリップフロッ
プ④全てにクロック信号が同時に
到達する様に供給される必要があ
る（クロック分配）。しかし、現
実には、配線遅延時間の差がクロ
ックスキューと呼ばれる到達時間
のばらつきを生む。クロックスキ
ューは、クロック周期の短縮の妨
げとなるばかりでなく、その大き
さによっては回路の誤動作の原因
になる。クロック周期の短縮に伴
い、クロックスキューの性能に与
える影響が相対的に大きくなって
いる。
２‐４
配線に起因する
その他の問題４）
盧クロストークノイズの発生
　配線間の距離が短くなるにつ
れ、隣接する配線間で生じる容量
が増加し、信号の漏れ（クロスト
ーク）が発生する。隣接配線の電
位変化により、配線間の容量が変
わるため遅延時間が変動する問題
もあり、これもクロストークに含
める場合もある。これらのクロス
トークにより、シグナルインテグ
リティと呼ばれる「信号波形の品
質」が悪化し、回路の誤動作を引
き起こす可能性があるため、適切
な対処が必要になる。
盪配線による消費電力増大
　電力消費の主役は、かつてはゲ
ートであったが、今日ではLSI上
の配線が膨大になり、配線容量を
充放電するための電流がCMOS
デバイスの抵抗でジュール熱（導
体に電流を流すとき導体の抵抗の
ために発生する熱）を発生させ、
これによる電力消費が支配的にな
っている。特に、クロック信号は
LSI 全体に分配されるため配線本
数が多く、かつ長い配線が多い。
そしてクロックごとにスイッチン
グするため電力消費はますます膨
大になる。このクロック配線にお
ける消費電力削減は大きな課題で
ある。
図表４　微細化にともなう配線遅延
ITRS 2003 資料２）を基に科学技術動向研究センターで編集
④フリップフロップ（Flip-Flop）
　「high」と「low」の 2 つの安定状
態を持つ電子回路で記憶回路の一種。
次のクロックが加えられるまでは以前
の状態を保持する働きをする。
■用語説明■
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蘯エレクトロマイグレーション
　エレクトロマイグレーションと
は、高密度電流を流したときに配
線中の金属イオンが電子からの衝
突を繰り返し受け、金属の原子配
列が乱れて断線してしまう現象で
ある。微細化により配線が縮小し、
一方で動作速度を上げるために駆
動電流が増大している。すなわち
電流密度は増大傾向にあり、エレ
クトロマイグレーションはますま
す起こりやすくなる。
3   配線の製造技術に関する研究開発 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　配線工程の製造技術は、プロセ
ス、製造装置、製造ラインにまた
がる技術であるが、ここでは性能
に関わるプロセスにおける配線材
料・構造と配線技術の研究開発に
ついて述べる。
３‐１
材料・構造の研究開発
　配線工程の配線層形成、絶縁層
形成、層間接続構造形成などのプ
ロセスの各分野においては、材料・
構造面の各種の研究開発が行われ
ている。具体的には、配線抵抗が
小さい材質（Cu）への変更や、配
線容量を低く抑えられる低誘電率
（low‐k）材料の開発、ビア（配線
層間をつなぐ金属配線）形成方法
の研究開発などが主体である３）。
３‐２
今後の配線技術
　配線技術の研究開発では、配線
長短縮方法や、高速伝送のために
電磁波や光を活用した技術が提案
されている。
盧オンチップの伝送線路配線
　伝送線路は、電磁波の速度で信
号伝送を行うものである。長距離
伝送において低消費電力で高速な
信号伝送が実現可能となる。差動
伝送線路は２本の信号線の電圧の
差で信号を伝えるため、線路外か
らのノイズをキャンセルすること
ができ、小振幅での信号伝送が可
能になる。オンチップ（チップ上
の）伝送線路配線では高速信号伝
搬が実現できるが、一般の配線構
造と比較して配線面積を必要とす
るという欠点も併せ持つ。クロッ
ク配線や長距離信号配線に選択的
に採用することで高速化が期待で
きる５、６）。
盪三次元積層
　三次元積層とは、複数の LSI
を積み重ねて相互間を接続する
方式である。有線と無線による
接続方式の研究が行われている。
三次元積層での LSI 間接続にお
いては、LSI 周辺に配線を引出し
て接続する方式に比べ、信号伝送
距離が垂直分の距離だけで済む
ため、伝搬遅延時間を短くするこ
とができる。
　有線での三次元積層では、LSI
に貫通する埋め込み配線を形成
し、LSI 同士を張り合わせていく
方式で積層する。LSI を複数個積
み重ね、LSI を貫通する埋め込み
配線を用いた垂直配線によって
LSI 間を電気的に接続する。この
技術により、世界初の三次元積層
型の人工網膜チップおよび視覚野
チップの試作を行うなどといった
先端研究も進められている７）。
　無線による接続方式は、イン
ダクタ結合や電磁波伝搬などの無
線手段を用いて通信する方式であ
る。インダクタ結合では、多数の
インダクタ対をLSI上の任意の位
置に形成し、隣接LSI間を磁力線
で無線通信する８～10）。また、電
磁波伝搬では、LSI を透過して高
周波の電波を伝搬させることがで
き、各LSIに形成したマイクロア
ンテナで送受信する。複数のLSI
を亘ってデータを転送できるた
め、システム全体のクロック供給
やデータの同時伝送に用いること
ができる８）。
　三次元積層は、LSI 平面上に異
なるLSI間の接続を多数設置でき
るため、LSI 間の並列データ転送
が可能になる長所も持ち、高性能
処理に必要なCPUとメモリ間の
高速通信の可能性を持つ。現在の
EDAツールは二次元レベルの設
計機能にとどまっており、三次元
で必要となる回路部品の配置・配
線や解析に向けては新たなツール
が必要となる。
蘯オンチップ光配線
　シリコン光導波路、フォトニッ
ク結晶、ポリマー光導波路など、
オンチップの光配線に適した幾つ
かの有望な要素技術がすでに現れ
てきている。シリコンを使っても
超高速となるナノフォトダイオー
ド（受光素子）などによる光‐電
気変換素子も研究開発が進んでい
る 11）。この分野では、従来は化合
物半導体での開発が中心であった
が、最近は汎用性が高くコストも
有利なシリコンプロセスでの研究
が進展してきた。また、シリコン
を用いて光を増幅できる連続発振
レーザの研究も発表されており、
将来的にはコンピュータの内部を
光速でやり取りできる光デバイ
スを安価で実現できる可能性もあ
る 12）。
　オンチップ光配線は、配線同士
がクロスしても干渉がないこと、
配線が近接してもクロストークが
ないことなどの利点を持ち、クロ
ック分配などに利用することで高
速化が期待できる。
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盻配線に関する研究開発体制の動き
　米国では、従来から共同研究
開発会社であるMicroelectronics 
Advanced Research Corporation 
（MARCO）が米国の大学での半
導体研究に資金を出し、Focus 
Center Research Program（FCRP）
という研究開発計画を進めてい
る。この中に Interconnect Focus 
Center（IFC）があり、電気や光
配線などの先端研究が行われてい
る 13）。また、企業コンソーシア
ムである SEMATECHでも三次
元配線に関する研究を計画してい
る 14）。
　我が国では、C新エネルギー・
産業技術総合開発機構（以下、
NEDOと呼ぶ）が、2005 年 10 月
13日に「次世代半導体材料・プロ
セス基盤プロジェクト（MIRAI）
において計画している産学官連携
研究に関する先導調査」と題する
公募 15、16）を行った。この研究開
発項目として、「新探究配線技術
開発」があり、技術世代 45nmノ
ードを超えた集積回路に適した配
線基盤技術開発として、①極限低
抵抗配線技術と②新コンセプトグ
ローバル配線技術の開発が取り上
げられている。例として、カーボ
ンナノチューブ（CNT）等の新材
料を使った極限低抵抗配線技術の
開発や、光配線技術やRF（高周波）
配線技術等の開発などが挙げられ
ている。
4   配線の設計技術に関する研究開発 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　「設計技術」は、アーキテクチ
ャ、回路など設計そのものとそれ
を支援する設計手法からなってい
るが、以下では、最も注目すべき
EDAツールを基盤とした設計手
法に支援されるLSI設計技術に焦
点をあて、その概要を述べる。こ
こで言う設計手法とは、如何に最
適にLSIを設計するかの方法論で
あり、EDAツールを駆使した設
計フロー、ライブラリ、設計機器
などの構成要素からなる設計環境
として具現化される。設計は、シ
ステム設計、論理設計、配線設計、
テスト設計、そして回路部品を設
計する回路設計等からなるが、こ
こでは、そのうちで配線問題に大
きく関係する配線設計について述
べる。
　配線設計の役割の第一は、指定
された大きさのLSI内に回路部品
を配置し、回路部品間に要求され
た配線を誤りなく収容することで
ある。それと共に、所望の性能を
得るためのタイミング設計、各種
検証などの処理が必要になってい
る。以下、主だった内容を示す。
盧設計ルール
　使用可能な材料・構造、配線技
術をベースにしてLSIを設計する
ためには、設計基準（デザインル
ール）が必要になる。設計基準と
は、回路素子の各部分の平面的な
寸法や隣接する部分との間隔、さ
らに回路素子間の立体的な相互の
位置関係などを決めた基本的な規
則である。設計基準は、微細化さ
れた回路素子や配線をLSI上に実
現し、安定的に量産するために必
須となる基準である。配線設計で
は、この設計基準以外に、配線の
抵抗、容量、隣接または上下層間
の配線容量、クロストーク量など
様々な電気的な制約を規定するこ
とで設計が正しく進められるため
のガイドが設けられている。この
ようなガイドを含めて、これらを
設計ルールと呼んでいる。設計ル
ールは、製造技術を生かして配線
設計を行うためのインターフェー
スであり、その遵守により正常な
設計が可能になる。
盪タイミング問題への対応
　タイミングが合わなければ、論
理回路は正しくてもLSIは正常に
動作しない。タイミングの設計は
近年のLSI開発における最大の難
問である。その設計の難しさは遅
延制約の遵守にある。遅延制約と
は、全てのフリップフロップへの
同時クロック分配、信号伝搬にお
ける許容時間制限などである。許
容時間制限とは、フリップフロッ
プの出力データが次のフリップフ
ロップまたは外部端子に伝播する
時間に、下限値および上限値があ
り、これを全ての信号線に対して
満たすという制限のことである。
　タイミング問題への対応として
は、クロック信号の分配方式、ク
ロックスキューの最大値を最小化
する自動配置配線、タイミング制
約違反箇所へのバッファ回路挿入
や配線幅調整、そして以下の蘯で
示すタイミング検証ツールなどが
ある。
　参考文献 17にはマイクロプロ
セッサ用のタイミングを考慮した
設計手法が示されているが、設計
期間の大部分をタイミング改善に
費やしていることがわかる。タイ
ミング制約を満たす設計の複雑さ
を表す事例である。
蘯設計の検証
　設計ルールを完全に満たすよ
うな自動設計はまだ実現されてな
い。現実には、自動ツールによる
配置・配線と人手による設計が混
在しているため、設計ルールが遵
守されているかを検証する必要が
生じている。検証の代表的なもの
に、前記した設計基準が満たされ
ているかを検証するDRCがあり、
これまで設計と製造の間のコミュ
ニケーション手段としての役割を
果たしてきた。しかし、製造での
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歩留まり問題を解決するにはこれ
では十分でなくなってきている。
　タイミング問題に対しては、全
論理パスにわたって遅延制約を検
証する静的タイミング検証、LSI
の製造ばらつきを考慮した統計
的静的タイミング検証などのツー
ル化が行われている。クロストー
クノイズに対しては、LSI 内の各
信号線が他の信号線から受ける影
響を解析するツールやクロストー
クノイズを遅延時間に換算しタイ
ミングを検証するツールなどがあ
る。また、その他の検証ツールと
して、伝送線路解析、消費電力解
析、電磁界解析、熱解析などがあ
り、これらも重要性が増してきて
いる。
　検証ツールは、事実上、計算
機処理の自動ツールで実現できな
い機能の補完をしてきたことにな
る。検証結果による不具合箇所の
修正は、人手を介して行われてき
たが、これが膨大な時間と品質上
の問題を招いているため、自動ツ
ールへの機能組込みが進められつ
つある。
盻配線設計における
　EDAツールの研究動向
　1980 年代に配線設計用EDAツ
ール開発は活況を呈したが、その
後、配置・配線処理の機能向上が
一段落し、研究対象は上流のシス
テム設計や論理設計分野に向かっ
た。その結果、配線設計の研究は、
1990年代は下火になった。しかし、
1990 年代終わりからは、微細化
に伴う配線設計の複雑化により、
配線設計用 EDAツール開発が
再び脚光を浴びるようになった。
2005 年６月の第 42回設計自動化
会議（DAC：Design Automation 
Conference）では、配線設計関係
（Pysical/Circuit design,Timing & 
DFM）での論文数が 65件と全体
の約 35％を占めている。
5   設計技術の状況変化と課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　２章で、「配線問題」は、「製造
技術」と「設計技術」のバランス
のうえで改善していくと述べた。
我が国のこれらの技術の優位性は
どうであろうか。
　１軸目の「製造技術」である
が、かつて我が国の「製造技術」
は世界をリードしていた。しか
し、DRAM競争で韓国の後塵を
拝したこと、パーソナルコンピュ
ータ分野のマイクロプロセッサで
標準化が出遅れたこと、台湾にお
けるファンドリ・ビジネスの進展
の逆風にさらされたことなどで、
現在は活況さを欠いている。ただ
し、設計と製造の垂直統合で培っ
た「製造技術」は、世界的なレベ
ルとして、依然として高いものを
堅持している状態と言える。配線
技術の分野に限っても、大学およ
び企業で高度な研究が進められて
おり、世界的な認知度も高い。
　一方、２軸目の「設計技術」は
と言うと、EDAツールにノウハ
ウが集約されており、ここでは米
国の優位さが圧倒的である。「配
線問題」の解決に向けては、２軸
のバランスある発展が必要になる
ため、EDAツール依存の「設計
技術」の弱体さが問題となる。今
日の先端技術の開発には、「すり
あわせ」の技術開発が必要になっ
てきており、「設計技術」の強化
は必須の課題である。以下では「設
計技術」面における状況の変化と
課題を述べる。
５‐１
設計技術の状況変化
　図表５は、LSI 開発工程の中で
の配線設計の位置づけと、微細
化の進展による開発の変遷を示し
ている。LSI の開発工程は設計と
製造に大別されることを前述した
が、設計が製造に近くなるにつれ
て、LSI の物理特性に依存する部
分が大きくなるため、両者を分離
して考えることができなくなり、
設計はいっそう複雑化する。従来
は、設計部門で設計が完了した設
計結果をマスクデータとして製造
部門に渡すことで、製造部門がマ
スク製作以降の製造を分担し、完
成したLSI を設計部門に納品し、
テストを行なうという分業体制を
とることができた。しかし、その
役割分担が変化しつつある。その
様子を図表５に示す。
図表５　微細化の進展による開発の変遷
（注）ここでは説明上、システム、テスト設計をはずした。
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盧論理設計と配線設計の
　分離の時代（図表５の①）
　以前、設計部門での工程は、論
理の正当性を確認した後、配線設
計を行っていた。両工程は、設計
変更が生じると繰り返されるため
完全な分離はできないが、基本的
には論理設計と配線設計とは分離
していたと言える。
盪論理設計と配線設計の融合
 （不分離）の時代（図表5の②）
　微細化の進展により配線遅延が
ゲート遅延に比べて支配的になる
と、単純に論理設計した結果を基
に配線するだけでは全体の遅延時
間を満たした設計ができなくなっ
た。そのため、配線した結果を基
に論理設計内容を変更する方法が
採られるようになった。配線結果
から遅延時間を求め、信号が伝搬
する論理パスの中からクリティカ
ルとなるパスを求め、このパス上
に存在するゲートのドライブ能力
を変更するなどの補正により論理
と配線との整合をとる設計となっ
た。図表５では、この時代を論理
設計と配線設計の融合（不分離）
として表した。
蘯設計と製造の融合（不分離）の
　時代（図表5の③）
　微細化が更に進むと、製造上で
の露光装置の限界から、新たな
問題が発生してきた。配線幅が
露光波長より細くなってきたた
めに、配線設計で設計されたマ
スクデータが製造過程で変形し、
断線やショートなどの欠陥が発
生するだけでなく、遅延ばらつ
きによりタイミング制約違反を起
こすなど、歩留まりを大きく低下
させるようになった。従来は製造
部門で歩留まり向上のためにマス
クデータの補正をしてきたが、そ
れだけでは解決がつかない状態に
なってきた。そのため、設計段階
で歩留まりを向上させるべく配線
設計を行う必要が生じ、すなわち、
設計と製造の融合（不分離）の時
代が始まった。
５‐２
設計と製造との境界の変化
　設計と製造の融合（不分離）の
状態を説明する端的な例として、
ウェーハの露光時のパターン解像
度を高めるために、設計の段階で
フォトマスクにあらかじめ細工を
しておく「位相シフトマスク⑤や
OPCマスク⑥」18）などの対策が挙
げられる。このように、製造の歩
留まりを向上するために、配線幅
やビア個数などの設計ルールが制
約を受けるという、設計まで遡っ
た製造技術向上策の必要性が益々
強くなっている。
　譁半導体理工学研究センター
の下東氏は、次の様に述べ、この
設計と製造との境界が変化してい
る問題を重要視している。「ナノ
メータCMOS時代を迎え、突破
しなければならない壁／ボトルネ
ックの１つとしてDFM（Design 
For Manufacturability） が ある。
DFMとは製品の製造性を最大に
するような設計全般の活動と定義
される。ナノメータ時代のDFM
はその規模と複雑性で特筆される
べきものである。微細化によって
もたらされた副次効果が脅威へと
変化し微細化そのものを律速する
ことになった。設計と製造が協調
してシステマチックに問題対応で
きる新しいワークフローが不可欠
である。」19）
５‐３
設計課題の増加
　図表６では微細化に伴う設計課
題の増加を示している。新たな課
題が次々に顕在化し、顕在化した
課題が微細化の進展でさらに複雑
な課題となり、課題の複雑さが指
数関数的に増加していく。
　ある CPUチップの実績では、
トランジスタ数が 6,000 万である
のに対し、LSI 内の総配線長は数
100 メートルを越え、配線間を結
ぶビア数に至っては 10億に近い
ものとなっている。配線数が多
いLSIの歩留まりが極端に悪いと
いう事例も出てきており、歩留ま
りを決めているのはトランジスタ
ではなく配線であるとも考えられ
る。
５‐４
設計を意識した
製造技術の研究の必要性
　図表７は、配線関係の主要な
学会である IEEE International 
Interconnect Technology Conference
（IITC）での多層配線技術の研究
論文状況を地域別に示したもので
ある。欧米では、設計技術を中心
に多面的に多層配線技術を捉える
研究開発が進んでいることが示さ
れている。これに比較して我が国
のこの視点での研究は少ない。
　製造技術は、設計技術との依存
性を高めることで、より高度な要
求に応えられる技術へ進化する。
製造技術においても、設計との境
界の変化を理解した取り組みが必
要である。
⑤位相シフトマスク
　位相シフタを通過して位相の変わっ
た光とシフタを通過していない位相の
変わっていない光との干渉を利用して
解像度を向上させる方法。
⑥OPCマスク（光近接補正）
　パターン形状の向上のために補助パ
ターンなどを付加する方法。
■用語説明■
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５‐５
米国の市販EDA
ツールの支配
　現在、市販されているEDAツ
ールの殆どは米国のEDAベンダ
ー製のツールである。
　現在の我が国のEDAツール事
情については、次の記述が端的に
状況を表していると思われる。「90
年代に入ってから、日本の産業界
では自社内でのEDA技術の研究
開発をあきらめ、欧米のEDAベ
ンダーのツールを用いて設計を行
っている。短期的に見ると外部か
ら導入する方が低コストで設計環
境を整備できる可能性が高い。し
かし、長期的・戦略的に考えると、
その“つけ”は大きい。・・・中略・・・
EDAツールは単なる道具ではな
く、その道具を作った人の設計手
法を具現化しているので、その道
具を作った人の設計手法の正しい
理解なくしてその道具のよさを最
大限に引き出すことは難しい。し
たがって、我が国の設計力を強化
するためには、EDA技術の研究
開発を続ける必要があろう。」20）
「設計技術」は、EDAツールの開
発とその使用上での問題解決活動
の繰り返しで進展する。しかし、
我が国では、企業は、一部を除き
配線設計のEDAツールの研究開
発をもはや行っていない。理由は、
研究開発に要求される人的パワー
が巨大化し、対応ができなくなっ
たからである。企業での開発がな
くなるにともなって、大学での研
究も極めて少なくなった。この状
態が続いて現在を迎えている。市
販EDAツールへの過度の依存は、
「設計技術」の弱体化、無力化を
招く。
　市販EDAツールに依存する場
合でも、単に購入すれば設計が
できるほど容易ではなく、設計対
象への整合、企業内での設計文化
を生かした選択が必要になる。優
れた市販EDAツールの選択には
EDAツールの良否の判定が鍵と
なる。実際の運用を通した活用の
目、継続したベンチマークによる
評価の目、開発経験から来る技術
の目の養成が重要である。かつて
EDAツールを開発してきた人材
が、現在は、市販EDAツール選
択時の目利きやEDAを教える役
割を担っているが、そうした人材
さえも減少しており風前の灯の状
態となっている。
　配線設計がこれから益々複雑化
してくる状況下で、この状況は危
機的である。
５‐６
ノウハウの保護について
　製造工程での製造装置の使い
方に関して装置レシピ特許という
ものがある。半導体製造装置の制
御技術を、従来のような「製造方
図表６　微細化に伴う設計課題の増加
譁半導体理工学研究センター提供
図表７　設計を意識した多層配線技術の研究論文状況（地域別）
特許庁資料３）を基に科学技術動向研究センターで編集
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法」の特許ではなく、装置レシピ
特許という「物」の特許として権
利を取得する方法であり、使用法
のノウハウに対する強力なガード
になる。装置レシピ特許とは、「実
質的には製造装置の制御方法に関
する特許であるが、制御方法の内
容をプログラム又は記憶媒体、記
録媒体という末尾として、制御装
置の制御方法をソフトウエア化し
た特許」である。今、ファンドリ
企業は製造装置の制御方法をソフ
トウエア化した装置レシピ特許と
して取得することに力を入れてい
る。今まで、我が国の半導体デバ
イスメーカーは、製造装置の使い
方の法的保護については、無防備
に製造装置メーカーに渡している
ということはなかったろうか３）。
　同様なことはEDAツールの使
い方にも当てはまるのではなかろ
うか。我が国の半導体デバイスメ
ーカー、コンピュータメーカー等
のEDAツールのユーザは、EDA
ツールの使い方の法的保護につい
て無防備にEDAベンダーに渡し
ているということはなかったろう
か。ノウハウを無償で提供してい
たことはなかったろうか？
　EDAツールの実際の使用面で
は、様々な使用上のノウハウが要
求される。いかなる優れたEDA
ツールであっても未完成であり、
この機能不足を補うものがノウハ
ウである。EDAツールに対する
EDAベンダーへの問題提起、機
能追加要求はEDAツールを育成
し、その結果、EDAツールはよ
り良いものになっていくが、その
育成されたEDAツールは世界に
流通されることになる。この様な
形で、無意識のうちにノウハウが
流出してしまう。
　特に製造関係のノウハウには
機密事項が多く、設計と製造の
融合では一層の法的保護が必要
となる。
6   今後の対策と提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　前記したように、「配線問題」
の解決に向けては、「製造技術」
と「設計技術」のバランスある
発展が必要になる。今、微細化が
進展し設計に大きな変化が起こっ
ている。配線遅延時間を遵守した
「タイミング問題」と製造歩留ま
りを考慮した「設計と製造との融
合」がそれであり、共に「配線問
題」に起因するものである。先端
技術の開発には、まさに「すりあ
わせ」の技術開発が必要な段階に
なってきている。これは世界的な
課題であり、ファブレスとファン
ドリ・ビジネスという分業体制で
は特に大きな課題になっている。
EDAツールの進歩は目覚しいが、
この様な設計の複雑化のスピード
には追いついてはいない。そのた
め、今こそ、我が国の「製造技術」
の強さを生かした「設計技術」を
生み出せるチャンスであるとも言
える。以下では、将来の配線問題
に備えた ｢設計技術 ｣の強化に向
けた推進策を提言する。
６‐１
配線設計の強化に向けて
核となるEDAツールの開発
（産官学連携の長期的視点での提言）
　上述したように、「タイミング
問題」と「設計と製造との融合」
領域は、本来は、我が国の強さを
発揮できる領域である。もし、核
となる機能部分を自製EDAツー
ルによって開発できれば、EDA
ツールはもとより、開発される
LSI の優位性につなげることがで
きる。また我が国が強いと言われ
ているデジタル情報家電、自動車、
そしてロボットなどの製品におい
て、その実現の鍵となる「アナロ
グRF混載設計」の領域は、EDA
ツールが未だ不十分の状態であ
る。こうした部分へのいち早い注
力により、LSI 製品の優位性も確
保できるだろう。自製EDAツー
ル開発を通して、設計ノウハウと
技術力の蓄積、継承、そして保護
を行うべきである。以下にその具
体的推進方法を述べる。
盧「製造技術」を活かす先行的な
　設計手法とEDAツールの開発
　先端技術開発へ向けた製造技術
との「すりあわせ」での設計技術
の開発では、まず、設計手法の開
発が重要であるが、設計手法の開
発のためには遵守すべき設計ルー
ルの決定が必要である。そこでは、
設計と製造が共に歩み寄った設計
ルールの設定が必要であり、いた
ずらに他方へ制約を強いるもので
あってはならない。そのためには、
設計ルール採用による投資効果を
定量的に把握できることが必要に
なる。すなわち、どのような配線
パターン制約が、歩留まりやタイ
ミングへどのように影響するか、
という効果の把握である。ここが
不明確のままでは、設計と製造の
融合は掛け声だけに終わる。設計
手法は設計フローとして具現化さ
れ、その設計フローを最適に実現
するEDAツールの要求仕様が決
定され、自製EDAツールの開発
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へとつながっていく。既存の市販
EDAツールへの依存だけではこ
の様な設計手法の構築は難しい。
３章では配線技術研究の新しい動
きを述べたが、こうした最先端の
研究開発を遅滞なく進めるために
は、新しい設計手法とEDAツー
ルのタイムリーな先行開発を進め
るべきであろう。また製品優位性
を確保できる領域を見極め、それ
に向けて先行したEDAツールの
研究開発が有効である。
　なお、ここでは「設計技術」の
中で「配線問題」に直接関係する
配線設計に焦点をあてたが、シス
テム設計、論理設計、テスト設計
は、設計生産性、設計品質の向上
に重要な役割を果たすため、それ
らの基盤たるEDAツールに対し
ても強化が必要と考えられる。
盪異研究領域のコラボレーション
　EDAツールの開発にあたって
は、設計と製造の知識、微細化の
進展で接近しつつある物理限界へ
の対応としての物理法則や原理な
どの基本的な知識などが求められ
る。専門化が進んだ現状では、こ
れをすべて一個人に求めるのは難
しい。そのため、異研究領域のコ
ラボレーションが重要になる。設
計・製造の研究者・技術者、そ
して製造装置メーカーも含めた連
携と情報共有も必要である。製造
装置メーカーからの課題解決提案
を、EDAツールへ反映できれば、
大きな発展が望めるだろう。
　また、シリコンとナノテクノロ
ジーの研究者によるコラボレーシ
ョンも必要になる。例えば、配線
設計の事例ではないが、高・低誘
電体材料の解析への計算科学技術
の研究 21、22）やプロセス開発の基
盤としての TCAD（Technology 
Computer Aided Design）も進化
している。微細化は既にナノの領
域に突入しており、今まで分離し
ていたこうした技術領域が接近し
つつあり、これらが重なる領域に
は革新的なLSI開発環境の実現も
考えられる。異研究領域のコラボ
レーションは、積極的に推し進め
ていく必要がある。
蘯開発推進に向けた体制作り
　この分野は、企業での実際の
設計・製造現場での意見の反映無
しには具体的な成果は期待できな
い。そのため、開発の推進体制は
企業主体のコンソーシアム形式に
ならざるを得ないだろう。大学の
研究者には、このようなコンソー
シアムへ積極的に参画し、科学的
知見と理論面からの貢献を期待し
たい。コンソーシアムの成果は、
メンバー企業が持ち帰り、各企業
の個別要件を追加して活用するこ
とになろう。企業間協業でのノウ
ハウの共有化については、メンバ
ー企業内に閉じるもの、公開して
広く標準化を狙うものなど委員会
を設置し協議して決めていくのが
望ましい。
　企業と大学の協力体制の推進で
は、大学の研究者へのモチベーシ
ョン向上が課題となる。研究の中
には企業秘密として開示不可を選
択する場合もあり、大学で評価さ
れる論文数には貢献できない場合
も生じうる。モチベーションの向
上に向け、論文、特許以外の評価
（例えば、産学連携による研究資
金調達額など）の設定も必要とな
ろう。しかしながら、世界に目を
向ければ、既に多くの大学の研究
者が設計の分野で活躍し、多くの
論文が大学から発表されていると
いう事実があり、このような問題
が我が国で解決できない訳はなか
ろう。
６‐２
「製造技術」と「設計技術」
のバランスある先端化にむけて
盧積極的な知財活動の推進
 （産業界に向けた
　短期的視点での提言）
　「設計と製造の融合」という領
域では、製造で生じる欠陥（ゴミ
による欠陥、プロセス欠陥、リソ
グラフィ欠陥、ランダム欠陥など）
を、設計のどの段階（論理設計、
配線設計など）で盛り込むかによ
って、解決法に複数の組み合わせ
が考えられる。この解決法は、歩
留まりに直接影響するため、ビジ
ネスに直結する知財価値の高いも
のである。ここでは、特許か、企
業秘密かを区分けした知財方針の
選択が重要である。配線パターン
のように目で見えて侵害判定が容
易なものは特許に、製造歩留まり
に関係する情報や解析手法などは
侵害判定不能のため企業秘密にす
る、といった区分けを明確に行な
うことである。企業秘密とする場
合には、門外不出を確実に行える
セキュリティシステムの完備も必
須になる。
　実は、設計ノウハウの保護は、
６‐１で述べたような自製EDA
ツールの開発だけでは解決しな
い。実際の設計現場では、市販
EDAツールの選択的な活用と、
核となる機能部分の自製EDAツ
ール化の併用によるLSI設計フロ
ーが構築され、運用されるだろう
からである。市販EDAツールを
活用する場合には、ノウハウの価
値を意識し、これを積極的に保護
する方策を採るべきである。EDA
ツール使用にかかわるパラメー
タ設定や使用法を、装置レシピ特
許のようにプログラム化し、「物」
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として管理することも検討すべき
である。そして、侵害判定の容易
化を意識したグラフィカル・ユー
ザ・インターフェースを取入れる
ことなどの工夫が必要となろう。
このように、ユーザとしての立場
も生かし、ノウハウの戦略的活用
を図るべきである。
盪ターゲットの明確化
 （政府が行なうべき中長期的施策）
　「製造技術」と「設計技術」の
先端化に向けては、既に様々な研
究が行われているが、それらの力
は、結集することではじめて革新
的な技術が実現される。研究のベ
クトル合わせが必要であり、その
ためにはターゲットの明確化が必
要である。特に、波及効果の大き
いターゲット設定が必要になり、
政府は、このターゲットの明確化
に力を注ぐべきであろう。そして、
ターゲットを実現する要素技術開
発に積極的に支援を行い、要素技
術を生かした応用開発を企業で行
うというサイクルを目指すべきで
あろう。
　現在、高速化と低消費電力化は
別課題として捉えられており、特
に、情報家電向けの低消費電力
化に力点が置かれている。しか
し、本来、将来のLSIは高速化と
低消費電力化は別問題ではありえ
ない。高速化への対応も必要であ
る。例えば、携帯電話では多機能
化の進展に伴い、高性能化の追求
も盛んに行われている。また、自
動車では半導体部品の採用が急激
に進展しており、自動車用部品で
は、厳しい環境条件下での高性能
化への要求が非常に高くなってい
る 23）。現在、NEDOなどから示
されているロードマップは低消費
電力LSIに向いているが 24）、高性
能化を視野にしたロードマップ作
成にも期待したい。
　高速化への対応として、今後
のスーパーコンピュータで用い
られる高速 CPU をターゲット
にした「製造技術」と「設計技
術」を開発していくことは、Pre-
Competitive な研究領域における
ベクトル合わせという意味でひと
つの候補と考えられる。過去にも
スーパーコンピュータ開発に伴っ
た先端技術が追求され、その成果
が商用システムや CMOS LSI の
開発に使われた経緯がある。EDA
ツールについても、タイミング問
題への対応など今日の微細化で直
面している問題に対して、スーパ
ーコンピュータ設計で生まれた技
術が多く生きている。
　また、アナログRF混載設計領
域をターゲットにした「製造技術」
と「設計技術」を開発していくこ
ともベクトル合わせの候補になり
うる。ここでは、厳しい電力制限
のもとでの高性能化の追及を特徴
としており、極めて高度な技術が
要求される。
7   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　ここでは、シリコンエレクト
ロニクス領域での具体問題として
LSI の「配線問題」を取り上げ、
配線問題の改善に大きく影響す
る配線設計の課題を明確化し、将
来の配線問題に備えた設計技術の
強化の必要性を述べ、その推進策
を提言した。この領域はシリコン
エレクトロニクスでの我が国の研
究水準を復活上昇させるポテンシ
ャルを持つと考えられる。特に、
EDAツールにはノウハウが集約
されるため、EDAツールの技術
開発は重要であり、LSI 開発力の
強化に向けて必須の研究開発課題
である。
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Second Annual IP Innovation 
Symposium 2005. 11）
15）  h t t p : / /www . n e d o . g o . j p /
informations/koubo/171013_1/
171013_1.html
16）  h t t p : / /www . n e d o . g o . j p /
nedopost/h18_3/data/18np3-ele1-
a.pdf
17）  2.16GHz SPARC64 マイクロプ
ロセッサ設計用タイミング・レ
イアウト設計手法（伊藤則之他、
DAシンポジウム 2005）
18）  半導体 LSI のできるまで（日刊
工業新聞社）
19）  設計から見たDFMに関する提
言（下東勝博　半導体界面制御
技術第 154委員会、第 51回研究
会資料、2005年 10月）
20）  システム LSI 開発の現状と課題
（2005システムLSI技術大全、電
子ジャーナルp. 32）
21）  第一原理計算によるHigh‐k膜
解析（2005年半導体MIRAIプロ
ジェクト成果報告会資料 p.142、
2005年 10月）
22）  計算材料科学によるナノ材料設
計と産業応用（物質・材料研、
大野隆央、計算科学技術シンポ
ジウム、2005年 9月）
23）  自動車がマイコンやセンサーの
塊に　ハイブリッド化が車デバ
イスの進化を促進（藤川東馬、
日経マイクロデバイス創刊 20周
年 特別編集編、2005年 10月）
24）  電子・情報分野の技術ロードマ
ップ（C新エネルギー・産業技
術総合開発機構、2005年４月）
CMOS：Complementary Metal-oxide Semiconductor
DRAM：Dynamic Random Access Memory
DRC：Design Rule Check
EDA：Electronic Design Automation
OPC：Optical Proximity Correction
RF：Radio Frequency
SEMATECH：Semiconductor Manufacturing Technology Institute
■略語のフルスペル■
情報・通信ユニット
野村　　稔
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
企業にてコンピュータ設計用CADの研究
開発、ハイ・パーフォーマンス・コンピュ
ーティング領域、ユビキタス領域のビジネ
ス開発に従事後、現職。スーパーコンピュ
ータ、LSI 設計技術等、情報通信分野での
科学技術動向に興味を持つ。
執　筆　者
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科学技術動向研究センターのご紹介
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する
政策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技
術分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動
向研究センター」を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に
示されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の
方向性についての調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤分野
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
蘆ライフサイエンス分野
蘆情報通信分野
蘆環境分野
蘆エネルギー分野
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布いたします。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
公開します。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法による技術予測調査
をほぼ 5年ごとに実施しています。
2003 年度より２年間にわたり「科学
技術の中長期的発展に係る俯瞰的予
測調査」を実施いたしました。
??????????????
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「報告書一覧科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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